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午前10時00分 再開 

（出席議員数７名） 

  ◎再開宣告 

○議長（根津公男君） 皆さん、おはようございます。 

 本日、12月13日は休会の日でありますが、議事の都合により、定例会12月会議を再開いたし

ます。 

 なお、ただいまの出席議員は７名であり、法第113条の規定による定足数を満たしております。 

 よって、会議は成立いたします。 

 初めに、本定例会におきましては、村井町長が入院加療のため、地方自治法152条第１項の規

定により、須田副町長を町長職務代理者に設置している旨の報告を受けておりますので、ご承

知おきのほどをお願いいたします。 

 

  ◎開議宣告 

○議長（根津公男君） これより、本日の会議に入ります。 

 

  ◎会議録署名議員の指名 

○議長（根津公男君） 日程第１、会議録署名議員を指名いたします。 

 会議録署名議員は、会議規則第112条の規定により、議長において、７番、石澤清司議員並び

に１番、山田秀人議員を指名いたします。 

 

  ◎議会運営委員長報告 

○議長（根津公男君） 日程第２、議会運営委員会の委員長報告をいたします。 

 議会運営委員会の委員長から、去る12月６日に開催されました議会運営委員会による本会議

の運営等についての協議経過と結果報告の申出がありましたので、これを許可いたします。 

 議会運営委員長小川晃司委員長、登壇願います。 

○３番（小川晃司君） 議長の許可をいただきましたので、去る12月６日に開催されました議

会運営委員会の協議・結果等についてご報告いたします。 

 令和５年定例会12月会議の議事日程等につきましては、お手元に配付のとおりでございます。 

 会議に付議されている案件は、町長職務代理者副町長からの提案に係るものとして、条例の

一部改正が３件、規約の変更が２件、一般会計等の補正予算が５件、人権擁護委員候補者の推

薦が１件でございます。 

 また、議会からは、議員の派遣の発議案が１件でございます。 

 なお、一般質問につきましては、５名の議員から13件の通告を受けたところでございます。 

 以上のことから、定例会12月会議の会期につきましては、２日間としたところでございます。 

 短期間ではありますが、円滑な議会運営に特段のご協力を賜りますことをお願い申し上げ、

議会運営委員会の委員長報告といたします。 

○議長（根津公男君） 議会運営委員会の委員長報告が終わりました。 

 委員長報告に対する質疑はございませんか。 

（「なし」と言う人あり） 

○議長（根津公男君） なければ、質疑なしと認めます。 

 よって、委員長報告は報告済みといたします。 
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  ◎諸般の報告 

○議長（根津公男君） 日程第３、諸般の報告をいたします。 

 議会におけるその後の動向につきましては、配付文書により報告といたします。 

 次に、本定例会12月会議における町長職務代理者副町長からの提出議案及びその他の資料は、

それぞれ配付のとおりであります。 

 次に、本定例会12月会議における説明員及び委任職員は16名であります。 

 以上、報告といたします。 

 

  ◎一般質問 

○議長（根津公男君） 日程第４、これより一般質問を行います。 

 一般質問は、５名の議員から13件の通告がありましたので、順次発言を許します。 

 なお、一般質問につきましては、一問一答方式となっております。また、制限時間につきま

しては、町長職務代理者副町長等の答弁時間を除く60分以内となっておりますので、併せてご

承知おき願います。 

 初めに、山田議員の発言を許します。 

 山田議員。 

○１番（山田秀人君） 日本共産党の山田秀人です。一般質問を行います。 

 さて、冒頭に、いわゆるパーティー券をめぐるキックバック問題で、我が党の国会議員団は、

12日東京有楽町駅前で緊急の街頭演説を行い、マイクを握った小池書記局長は、自民党派閥に

よる政治資金パーティー収入の裏金疑惑が、岸田政権と自民党の中枢を直撃する大問題となっ

ています。１円でも安いものを買おうと、みんなが苦労しているときに、政治家がぬれ手で粟

で裏金づくりをやっている、これは絶対に許してはなりません。 

 裏金疑惑は安倍派だけでなく、二階派や麻生派、岸田派にも及んでおり、自民党全体が裏金

づくりに関わってきた。自民党政治による金権腐敗政治を一掃することが求められています。 

 今やらなければならないのは、真相の徹底解明であり、疑惑の渦中にある安倍派、主要幹部

全員の国会での証人喚問で、誰がいつからどういう目的で裏金づくりをやってきたか、これら

を明らかにすることこそ必要であります。 

 1994年の政治資金規正法改正は、政党支部への献金と政治資金パーティー券購入の二つの大

穴があった法律であります。とりわけ規制の緩いパーティー券収入は、どこからどれだけお金

をもらったか隠すため、非常に都合のいい制度であります。企業・団体献金は、見返りを期待

する政治買収であり、本質的には賄賂であります。日本共産党が国会に提出した企業・団体献

金全面禁止法案は、企業団体によるパーティー券購入も含めて、禁止するべきものと実現への

力を合わせて、これから実現に努めようということであります。 

 さて、質問に入ります。 

 一つ目は、令和６年度以降の財政見通しであります。 

 近年、我が町の財政見通しは、バイオガス発電など、厳しい過酷な財政支出が続いておりま

す。これらを見据えた今後の財政見通しと予算編成、特に、令和６年度の予算編成方針を伺う

ものであります。お答えください。 

○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） 山田議員の令和６年度以降の財政見通しにつきまし

てお答えいたします。 

 町財政は依然として厳しい状況であり、人口減少に伴う個人町民税、法人町民税などの減収
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が見込まれる一方、過疎化や少子高齢化、子育て支援施策の充実などによる社会保障費の増加、

そして、公共施設・社会資本施設の長寿命化対策などに加え、大規模事業の起債償還の開始に

よって、財政の硬直化が懸念されるところであります。また、近年においては、年間２億円か

ら４億円の基金繰入を実施しなければ、予算編成ができない状況に陥っております。 

 このような状況の中、第１期人口ビジョンを上回る人口減少・少子高齢化が進んでいる現状

を踏まえ、経常的な一般会計への基金繰入を解消し、５年後、10年後の行財政運営を見据えた

持続可能な行財政基盤を確立するとともに、第６次総合計画後期基本計画の基本目標・政策を

実現するため、豊浦町の「リソース（ヒト、モノ、カネ、情報）の選択と集中（スクラップ・

アンド・ビルド）」を推進し、早急な収支均衡を図る必要があります。 

 そのためには、全職員が共通認識を持ち一丸となり、行財政改革に取り組むとともに、町民

の皆様にもご理解いただかなければなりません。 

 予算編成におきましては、無駄を省き、より効果的・効率的な施策であるかを判断しながら、

ふるさと納税の外貨獲得の増加や企業誘致、移住・定住促進等による人口減少抑制及び経済活

性化等による安定的な財源確保を目指すとともに、町民の皆様の声や議会のご意見をいただき

ながら取り組んでまいります。 

○議長（根津公男君） 山田議員。 

○１番（山田秀人君） 今、答弁を伺いましたが、令和４年度の当初、補正予算執行から決算

までのこの一連の予算措置を見ますと、基金からの取崩しは７億円の予算を補正いたしました。

そして、決算では最終的には４億円の決算でありましたが、このような財政見通しを見定めな

い予算執行がありました。答弁の中に、無駄を省き、より効果的・効率的な施策であるかを判

断とありますが、実際に無駄な事業があったのか、非効率的な事業があったのでしょうか。 

 令和４年度の決算審査特別委員会で、委員会報告に指摘をしておりますが、これらの指摘に

ついて、令和６年度ではどのような方針を定めているのか、各事業ごとに指摘があったわけで

すが、その点について、どのように財政当局は各現場、担当課に指示しているのか、それらの

小さな事業といいますか、指摘した事業において、それなりの指摘事項を精査するよう指示し

て予算編成に当たっているのか、伺います。 

○議長（根津公男君） 本所政策財政課長。 

○政策財政課長（本所 淳君） 予算編成会議におきましては、決算等でご指摘いただいた部

分に、一つ一つ触れているわけではございませんが、あくまで個々の指摘事項については、そ

れぞれの課がそれぞれにきちんと対応していただくよう、理事者からも指示があったところで

ございます。 

 予算編成会議においては、これまでのその基金の繰入れについては、現状のような予算編成

が厳しくなってきているということでございまして、これについては今後５年間、令和10年度

までの目標ということで、各種予算の見直しを行いまして、基金の減少に努めたいと考えてご

ざいます。 

○議長（根津公男君） 山田議員。 

○１番（山田秀人君） もう一つは、答弁の中に、これからの予算を編成するに当たっては、

各種の基本計画、基本目標を実現するために、選択と集中を推進するという、そういう文言を

ここでは表現として使っております。これは政府も国でもこういう言葉を、官僚が使っていま

す。言い換えると、切捨てと、それと統合なのですよ。この選択と集中という格好いい言葉を

使いますけれどもね。これは、一番気をつけなければならないのは、町民の願いである事業が、

この選択と集中という言葉に言われるように、要求をきちんと精査しないで切り捨てていくと、
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そして、必要な事業を何かの事業とくっつけて、そして統合するという、このような住民を無

視したような事業が展開されるという、これが一番危険なわけであります。 

 かつて本町においても、もう30年もたちますかね、無駄な事業を省けということで、高齢者

の福祉対策事業を大幅にカットしたと、こういうことがありました。この大幅カットした事業

について、高齢者からは猛烈な反発が起こり、町政に対する不信感、これを募ったわけであり

ます。そういうことがないように、この収支均衡を図るということが必要でありますが、この

選択と集中という言葉に隠れている問題、このところはどういうふうに考えているか、私の言

った指摘がそのままで起こるのかどうか、懸念することでありますが、このことについてご答

弁願います。 

○議長（根津公男君） 本所政策財政課長。 

○政策財政課長（本所 淳君） 各種事業予算の効率化といいますか、合理化、こういうもの

を図っていかなければなりませんが、特に、統廃合と検討の結果、そういう結論が出たものに

ついても、各地域住民とか各種団体の方等と、丁寧に協議が必要になっていくかと考えており

ますので、そういう部分をきちんと行いながらご理解をいただきながら進めるべきものと思っ

ております。 

○議長（根津公男君） 山田議員。 

○１番（山田秀人君） 丁寧に住民に協議してということは、今日言って、明日ばっさり切る

ことはできないということですよ。ですから、１年も２年もかけてこういう問題はどうでしょ

うかと、広く町民の方に当たって意見を聞くというのが、一つの政治手法といいますか、町政

をつかさどる役場機関がしなければならないことですが、そこら辺は十分に時間を取って協議

するという、そういうことでよろしいですね、伺います。 

○議長（根津公男君） 本所政策財政課長。 

○政策財政課長（本所 淳君） 今回の予算編成方針におきましても、今後５年間を見据えて

ということで、Ｒ10年までに向かってということでございます。できるものはすぐやりますし、

また、協議等で時間を要するものもございますので、Ｒ10年までの間をかけて、そういう丁寧

な協議等を進めさせていただきたいと考えているところです。 

○議長（根津公男君） 山田議員。 

○１番（山田秀人君） 決算委員会でも指摘があった事業の中で、本当は非常に大切で、例え

ば、高齢者向けの給食サービスですよ。一番あれは私たちも質疑して、今まで何をやっていた

のかというぐらいの拙劣といいますか、ひどい事業というか、きちんとそこにメスを入れて執

行者が対応すれば、あの配食事業というのは、すばらしい事業になっていたはずなのですよ。

ところがよく聞くと、弁当をつくるのと一括して請け負った業者が、全部配達していかなけれ

ばならないという、そういう課題が相まっているものだから、実際はやりたいのだけれども、

配食業者が手を出せないと、後から聞いてみますと、そういうようなことになっているのです。

これは地元の業者さん自らが、せっかくサービスをして、高齢者のために仕事をしようという

中で、あえてやらせないような足かせをかけていると、こういう問題は、後日、私も調べて分

かったのです。こういうことがないような事業をきちんと見せなければならないという、これ

も含めて副町長、考えなければならないということですよ。今まできちんとやっていないがた

めに、ばっさり切るというのは、やはり避けたほうがいいと思うのですが、いかがですか。 

○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） ただいまのご質問でございますけれども、各事業は

それぞれ様々にございますけれども、ただいまの高齢者の配食事業というものも、一つの例と
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して挙げられておりますが、やはり事業の中身もきちんと精査しながら、物事を進めていかな

ければならないと考えておりますので、事業を見直しするに当たっては、現在の状況や問題点

がどこにあるのかも整理しながら、事業を丁寧に進めていきたいと考えてございます。 

○議長（根津公男君） 山田議員。 

○１番（山田秀人君） 今までの事業展開と決算等を見て、ぜひ各課にこのようなことを知ら

しめて、町民に喜ばれる予算編成をしていただきたいということであります。 

 さて、財政運営についてですが、自治体の財政運営というのは、国、それから北海道の事業

に呼応した、財政が伴う場合もあります。これは言わば半強制的な財政負担とも言われていま

すが、地方分権の中でも歳入の３割程度が自由に使えるという、３割自治という言葉がずっと

昔から言われてきました。つまり、実際は、全体の使えるのがあるのだけれども、あとの７割

はひもつきで、国の事業に伴って負担しなければならない、そういうものがたくさんあって、

残りの３割の財源が町の単独事業とか、それから国や道の横出しといいますか、上乗せして事

業を行う、そして町民の負担軽減を図っていくというものがあるのです。 

 ですから、３割自治と言われる財政から配分して、これで事業が展開しているわけですが、

この予算計上に当たって、これだけ国や道の事業に伴い負担する分があるわけですよね。そし

て事業の性格上、負担が義務づけられている事業、それから人件費や毎年固定した金額を、予

算編成にするに当たっては、必ず確保しなければならない。 

 さらに、必要な町の単独事業の継続事業などがありますが、ここで言うふるさと納税の外貨

獲得の増加、そして企業誘致という言葉をここで使っています。そういう今の限られた３割自

治の中で、こういう外貨獲得はこの間もふるさと納税で、増額の補正予算を組みましたけれど

も、実際に企業誘致は、これまでどのような結果や利点があったのですか、この企業誘致など

簡単にできるのですか、このような格好で町財政を確保したいとおっしゃっていますが、どん

な企業誘致をするとおっしゃっているのですか、伺います。 

○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） 企業誘致についてでございますけれども、今の時点

で詳しくお伝えできる段階にはございませんが、町長のほうでいろいろとお考えがあると伺っ

ておりますので、具体的な中身が見えてくれば、議会にも当然ご説明という話にもなろうかな

と思っておりますが、いずれにしましても、まだ具体のものが見えていないということでござ

いますが、やはり企業誘致ということであれば、そこに働く従業員もいらっしゃいますし、そ

うなれば町民も増えるという効果もございますので、引き続き企業誘致というところは、難し

い面もあるかと思いますけれども、決して諦めずにやっていくことが必要であろうかと考えて

ございます。 

○議長（根津公男君） 山田議員。 

○１番（山田秀人君） 最近の企業誘致で、豊浦に企業が来られて事業を展開したのは、太陽

光事業ではないですか。その結果、雇用が大きく生まれたとか、経済効果が非常によくなった

とか、どこの業者さんが潤ったとか、豊浦町から何を買ったとか、そういう経済効果や事業経

過は、一切見えてこないのです。 

 もう一つは、これは太陽光事業ですから、たしか災害で事業をストップしたと、この太陽光

事業は企業が資産を取得したわけですから、固定資産税が課税されると、しかし建物はないが

パネルがありますが、土地は税額にしても微々たるものでしょう。このパネルは、固定資産で

言う償却資産なのですよ。償却資産とは、ご承知のように、事業を展開する中で要するための

償却資産であって、その残存価格に対して課税されているわけです。減価償却した残りの残存
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価格、残存減価償却金額に対して課税する。ところが、事業をストップしたら、これには課税

できないのですよ。この償却資産の定義とは、そういうものなのです。ですから、一義的に企

業が入ってきたから、大いに潤うというものではないのです。ですから、企業誘致も副町長は

職務代理者ですから、この短い期間に企業誘致をするというのは、なかなか大変な話でござい

ますけれども、こういう問題があるということです。常に企業誘致をしても、長い期間に雇用

を確保できる、一番豊浦で恩恵があるのは、人的雇用を大きく進めていた老人福祉、デイサー

ビス、大岸や豊泉にあった老人福祉施設ですよ。そのために人が来て、マンパワーですね。そ

ういう中で住民税が納税されたり、地元からの買物もあったりという、こういうものが、本町

における企業誘致の一番いいところではないかということであります。 

 それともう一つは、私立学校を誘致しているわけですよ。これには今150名の生徒さんがいる

と、この間の北海道新聞を見ますと私立の学校法人が高等専修学校に認められたことで、大検

を受けなくても、大学を受けられるような一貫した私立学校ができて、そこから有名人が生ま

れていくとか、そういういい事業もあるわけですよ、ぜひここを認識してやられることがやは

り大事ではないかということですが、いかがですか。 

○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） ただいま私立学校のお話も出てございました。 

先日、私立学校に高等専修学校の認可が北海道から下りたということで、関係者から報告を

受けてございます。その中では、やはり町内外、特に道外から来られる生徒さん、当然、保護

者も一緒に来られることで、そうなりますと豊浦町に住まれる方も多いと伺っておりますので、

そういう意味で町としては、税収にもつながると思っておりますので、そういう私立学校との

連携も当然必要ですし、町民の皆様にもご理解をしていただくところも必要ですし、相対的に

町財政につながるような形で、双方がいい関係性を持って進めていくことが必要だろうと思っ

ておりますので、引き続き関係者とも意見交換をしながら、よりよい方向になっていくように、

町としても考えつつ進めていきたいと考えてございます。 

○議長（根津公男君） 山田議員。 

○１番（山田秀人君） もう一つ再質問する中で、移住・定住促進等による人口減少抑制及び

経済活性化等による安定的な財源確保を目指していくのだともおっしゃっています。 

 先ほども言ったように人口減少抑制は、これまで減少傾向にあるのですが、急激な落ち込み

を防いできた要因はあるわけですよ。それは今言ったように私立学校の誘致によって、町の対

応はあまりよくなかったけれども、それなりに関係者の定住は急激な減少を抑えてきたという

ことが、私は評価できるのではないかと思うわけです。ですから、これらのファクター、要因

をどう活用するかがやはり重要になってきて、町の基本計画の中で、ここら辺のところのうた

い方が非常に弱いと、私は思うわけです。 

 ですから、どういうふうに人口減少を抑えて、爆発的な増加にはならないと思うけれども、

この150名ほどの生徒さんを抱える中で、どういうふうに保護者の皆さんをここに定住させるか、

ここのところの施策は、ほとんど考えられていないのです。この要望等を大いに聞き取って調

査もして、本気の定住促進を図るべきでありますし、それによって経済の活性化、安定的な財

政確保になるのではないかということになります。まず、この点についてはきちんと要望を聞

きながら、どのようにこの方々への定住を促していくか、そこら辺の施策は非常に大切ではな

いかと思うのです。これを、一私立学校のためのものと考えると、どうも我田引水になります

けれども、例えば、私立学校を抱えている市町村は結構あるわけですよ。例えば、登別市は短

期大学を抱えています。市役所に誘致課があそこにあります。室蘭市にも、私立の高校や幼稚
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園もありますね。これらのところへの支援等々、全国各地でどういうふうなスタイルでその町々

ができるか、やはり研究する必要があるし、いい施策は持ってくると、そして財源は国からも

一緒に持ってくるという、こういうものも私は必要ではないかと思うのですが、ここら辺の取

組はぜひやってほしいのですが、こういうものはどう考えますか、伺います。 

○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） ただいまの移住・定住に関するご質問でございます

けれども、議員がおっしゃるとおり、他の市町村においても私立学校を誘致しながら、学校運

営をされているところもございますので、そういう意味では広く情報を取りながら、豊浦町と

してできる形を研究しながら進めていくのは、重要と考えておりますので、今後は各自治体の

取組なども参考にしながら、進めていきたいと考えてございます。 

 あと本町にございます私立学校の方々の定住に向けての取組になりますが、実際に町内に就

職されている方もおりますし、個人で事業をされている方もおりますので、私立学校の関係者

だけではなくて、豊浦町に来たいという方も多くいるように伺っておりますので、どういうと

ころが必要なのかというところ、また、事業を進める上で何がネックになっているのかという

ことも、私立学校の関係者のみならず、豊浦町に定住したい方々の声を聞きながら進めていき

たいと思っております。 

 そういう取組をする上でも、やはり役場職員だけではなかなか解決できない部分もあります

から、先進的な取組を行っております自治体もございますので、そういう自治体から直接お話

を伺う機会も設けながら、豊浦町としてできることを進めていく、それを考えていければなと

考えておりますので、とにかくいろいろな情報を取りながら、進めていくことが必要と思って

おりますので、フットワークを軽く、役場全体で取り組んでいきたいと考えておりますので、

引き続き課題解決に向けて取り組んで行きたいと考えてございます。 

○議長（根津公男君） 山田議員。 

○１番（山田秀人君） 予算をどういうふうに展開していくかと言えば、いわゆる優先順位を

つけて、これは一番初めに取り組む事業だということから、どんどん推し進めていっているは

ずです。そういう中で多くの住民に恩恵が注がれるもの、それから最低水準の生活者が困難な

住民、この方々への行政供給というか、行政サービスが必要なわけであります。これをおろそ

かにして、公共事業ばかりに投じていくと、非常に財政の使い方、お金の使い方が、どうも住

民本位になっていないというのが、多々見受けられるわけであります。本町においても、身の

丈に即した行政運営がされているか、行財政運営がされているかというと、まず、バイオガス

プラント事業がこのままでいくと、我が町の財政事情を大きく減退させるといいますか、第２

の夕張になるような、そのような問題を呈しているということですよ。 

 ですから、これらは早急に自治体独自の財政運営がありますから、地方交付税に跳ね返って

これらを展開する、それから地方債を上手に使っていくというのは今までずっとやってきたわ

けですから、こういう問題も兼ね備えて運営しなければならないということです。しかしなが

ら、このバイオの事業は非常に町民も十分に興味を持って、一体どうするのだというところま

で来ていますので、この事業については十分検討しなければならないというものであります。 

 もう一つは、観光整備事業、観光協会ができたけれども、果たしてどうなるのか、５年後、

10年後を見てくれという問題なのかということです。これらについても、まだまだ事業展開を

もうちょっと縮小するなり、きちんと精査するなりしなければならない問題である。 

 それから、例の廃棄物処理事業における、おろそかな管理による異常な支出が、この令和３

年、令和４年と続いてきたわけですから、こういうことがないようなものをきちんと大きなも
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のをよく見てやると。それからまちなみ整備事業でも、今は浜町の工区をやっていますけれど

も、あれに伴う町の負担というものが出るわけですから、これらが効果的に喜ばれるような事

業にならないと、やはりこれもほとんど関係のない業者さんが、あそこに来て仕事をしている

わけですよ。果たしてこれが経済効果になるかと、みんな立ち退きして、買収するところが何

もなくなってしまうという、このような議長、そういう問題になっているのですよ。ですから、

これらも含めた優先順位をきちんと定めて、国や道の事業がついているからといって、そのま

ま漫然と引き継いでやるものではなく、こういうような状況になると、断るものは断っていく

しかないのですよ。そこら辺のところはどういうふうに考えますか、伺います。 

○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） まさしく先ほどの選択と集中ではございませんけれ

ども、選択の部分であろうかと思いますが、やはり町として本当に必要であるという事業につ

いては、しっかりと中身も整理しながら、進めていくべきであろうと考えております。そうい

う意味でも、今後は町としてどういう方向に向かって進んでいくのかと、そういうところも必

要であろうかと思っておりますので、何でもかんでも手をつけるということには、今後はなら

ないだろうと思っておりますので、特に新規事業に関しては、当然目的も重要でしょうし、ど

のような経済効果、費用対効果があるのかというところもしっかり見据えながら進めていくこ

とが重要であろうと考えておりますので、そういう意味でも、今後の予算編成については、中

身を十分精査しながら進めていきたいと考えております。 

○議長（根津公男君） 山田議員。 

○１番（山田秀人君） ぜひ、この予算編成に当たっての今後の取組について十分検討されて、

正しい財政運営といいますか、適正な財政運営を図っていただきたいということであります。 

 次に、二つ目の学校の空調設備の設置についての質問であります。 

 喫緊の課題ということで、９月にも公立学校での猛暑対策で質問をいたしましたが、これは

喫緊の課題なのだと、これは道議会でもありまして、予算の執行残を総ざらいした活用をはじ

め、補助金等も最大限活用して、設置を加速すべきと道議会でも我が党の議員が質問をして、

簡易な器具を導入するのではなくて、児童生徒、職員に寄り添った施設整備を求めるべきだと

いうことであります。せめて北海道立高校並みの設置など、それから支援学級への設置を含め

た空調整備の設置について再度伺うものであります。 

○議長（根津公男君） 葛西教育長。 

○教育長（葛西正敏君） 学校の空調設備の設置についてお答えいたします。 

 議員のご指摘のとおり、喫緊の課題でもありますので、本定例会12月会議において補正予算

に計上し、国の感染症流行下における学校教育活動体制整備事業の補助を活用して、ポータブ

ルクーラーを各学校７台、合計28台を整備いたします。町内の学校全体で45台を整備する予定

にしており、残り17台については、令和６年度当初予算に計上する予定としております。また、

簡易な器具の導入の在り方についてですが、財政的な部分や各学校の老朽化・電気容量等の状

況、エアコン本体の確保や電気工事業者の不足などの状況を踏まえますと、工事不要ですぐに

使え、教室間の移動も可能なポータブルクーラーを導入して、児童生徒が安全・安心で快適に

学校生活を送れるように整備していきたいと考えております。 

○議長（根津公男君） 山田議員。 

○１番（山田秀人君） このポータブルクーラーの設置ですが、いわゆる緊急避難的な整備事

業と私は理解するわけです。道教委が今後の道立高校における設置の方針を発表されました。

報道にもありますとおり、来年の夏までに道立高校、特別支援学級というものがあるのですが、
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全ての教室に窓用エアコンを設置すると、関連経費26億4,300万円、12月５日の第４回定例議会

に予算を提出するという新聞報道です。 

 窓用エアコンというのは、室外機が不要な簡易型の冷房器具です。窓枠に簡単に設置できる

もので、道立高校は190校あるのですが、普通教室に各２台、最終的には全校にルームエアコン

を設置するのだということです。最終的というのは、2025年以降のことであるわけです。それ

から、特別支援学級が66校、普通教室と寄宿舎の部屋に各１台設置、特別支援学校というのは、

体温調整が困難な児童生徒が在籍するところです。 

 ですから、本町にもこういう特別支援学級という学級があると聞いていますが、これらの方々

のための体温調整困難な児童生徒への対応ということから、本格的なルームエアコンの設置を

進めていくのだと、第１弾は2025年度までに25校に取付けをするのだと、そして、さらに数年

かけて全校に設備するのだということです。 

 これは道立高校の記事ではありますが、これを踏まえて本町のルームエアコンを設置しなけ

ればならないものも出てくるのではないかということでありますが、さらには特別支援を要す

る児童生徒への対応、こういうものも出てくるのではなかろうかということですが、それにつ

いての整備、これはどのように考えておりますか。 

 財政的に困難だということですが、やはり、ここら辺のところはどうしてもやらなければな

らないことになりますが、いずれ学校はなくなるのだから、そのままでいいのだという答弁で

あればそれでいいかもしれませんけれども、どうぞお答えください。 

○議長（根津公男君） 杉谷生涯学習課長。 

○生涯学習課長（杉谷佳昭君） 教育委員会としても、国の補助制度がポータブルクーラーは

補助対象外であったのですが、近々に対象になるということで、今回手を挙げさせていただい

て、定例会で補正ということで提案させていただいています。基本的に一つの学校も上限が決

まっておりますので、今回については、１校当たり７台という形で対応することにしてござい

ます。本来であれば、本来のエアコンを設置できればいいのですが、それについては、なかな

か財政的な部分もありますので、今回は、国の補助がありますので、７台を設置して、普通教

室と特別支援学級にも配置して、状況を見るような形で考えております。今年に限って２学期

でいきますと、うちの状況では30度を超えたのが４日間、27度を超えたのが７日間という形で、

９月までの15日間稼働しているうちで超えたのが11日間ということで、暑い日が続いたのも現

実として押さえてございます。学校の環境衛生基準でいいますと、教室の温度につきましては、

17度以上28度以下が望ましいという形で出ておりますので、ポータブルエアコンをつけて、キ

ンキンに冷やさなくても、３度から５度程度低くなれば、ある程度快適な学校生活を送ること

ができるのではないかと考えてございます。 

 また、児童生徒の体のことを考えますと、外の温度と極端に教室の温度を低くしますと、体

の状況にも影響するという形も出てございますので、取りあえずポータブルクーラーを設置さ

せていただいて、対応したいと考えているところでございます。 

○議長（根津公男君） 山田議員。 

○１番（山田秀人君） どうも論点が違うのではないかと思うのですが、そんなにキンキンに

冷やした教室なんて、必要ないというのは当たり前の話なのですよ。それをあえておっしゃる

ということは、どうも話が別の方向に行っているのではないかという気がします。 

 道教委が道立高校にルームエアコンの設置を進めているということは、単独でやるのか、国

への要請をして、やはり支援を求めていくと、そういうことまでも北海道というか、都道府県

でありながら一つの自治体ですよ、ですから、市町村でもそういうことを要望すれば、できる
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ということになるのではないですか。そこら辺のところの見極めや、今後はどう進めていくか、

流れはどうなのかということもきちんと押さえてやらないと、北海道は大きいからいいのだと

か、町村は小さいから駄目なのだという卑屈的な考え方はよろしくないと思うのですよ。高校

生も小学生も中学生も全国同じ生徒なのです。 

 ですから、そういう観点に立った対応すると、一日でも30度を超えて、そこで伊達みたいな、

ああいう状況が起きたら大変なことなのですよ。今おっしゃったように30度を超えたのが今年

は７日間あったと、だからこういう危険性は常にあるのですよ。いつあるか分からないですよ。

ですから、そのためにも、やはりきちんとした対応というのであれば、固定したルームエアコ

ンが必要になるところも、出てくるということになるのですね。ぜひこの辺の認識を新たにし

ていただいて、設置に向けた対応をすべきではないですか、再度伺います。 

○議長（根津公男君） 杉谷生涯学習課長。 

○生涯学習課長（杉谷佳昭君） 先ほどもお話をしたと思うのですけれども、ポータブルエア

コンをつけて状況を見ながら、補助の部分も当然あると思いますので、その辺も見ながら、考

えていきたいと考えています。 

○議長（根津公男君） 山田議員。 

○１番（山田秀人君） １回目の答弁と全然変わっていない、きちんと勉強して答弁してくだ

さい。 

もう一つは、先ほどの質問の中の私立学校の問題です。町としては、私立学校への支援とい

うのは、どこまでできるのですか。それとすみ分けというのは、どうなっているのですか、伺

います。 

○議長（根津公男君） 暫時休憩いたします。 

 

休憩  午前10時59分 

再開  午前11時10分 

 

○議長（根津公男君） 休憩を閉じて、再開いたします。 

 山田議員への答弁です。 

 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） 先ほどの私立学校への支援についてでありますが、

公立学校であれば、教育委員会で所管してございますけれども、先ほどのご質問でいきますと、

私立学校でございますので、基本的な窓口となるのが、北海道庁の総務部学事課という部署、

私立学校に関する対応をしている部署と承知しているところでございます。 

 そういうところから、現時点で町として何か支援するという状況にはないということでござ

います。 

○議長（根津公男君） 山田議員。 

○１番（山田秀人君） そうなのですよ。教育の観点については、道教委がやるわけですよ。

ですから、町教委はそこについては、介入できないことになるのですが、それから支援、これ

はハード整備事業についても、町は一切こういうものについては、支援はできないということ

になるのですか。かつてはトイレを洋式にして、何か整備事業を認めたということはあるので

すが、これらについても、すみ分けというのはみんな北海道で、あとは町は何も手助けできな

いことになるのですか。せっかく誘致しても、そういう中でのお互いに誘致した、誘致された

ものとの打合せはないのですか。 
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 生徒がたくさん来てここに住んでもらってと、そういうことにはなると思うのですが、今の

例えば、エアコンの設置ですよ、そこには豊浦の人もいるかもしれないし、職員の人もいるか

もしれない、そういう中での問題が出てくるのですが、これらの支援はどうなのですか、これ

もやはり道教委で全部やるのですか、どうなのですか。 

○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） 私立学校へのハード整備に関するご質問でございま

すけれども、まず、私立学校を本町に誘致した際に、本町と私立学校の間では、いわゆる元豊

浦中学校の跡地を利用されているということでございますが、建物自体については、無償で貸

与している契約を結んでございます。その契約書の中身については、大規模改修などがあった

際は、私立学校で修理・修繕等を行いますという契約書の中身になってございます。過去にト

イレの改修をしたというお話もございました。防災上の観点からということも含めて、町で改

修したという話も伺っておりますが、基本的には現在建物を使用されておる私立学校で、修繕

等があれば自ら修理なり、改善をするという中身になっておりますので、そういう契約書の中

で、町としては対応している部分でございます。 

○議長（根津公男君） 山田議員。 

○１番（山田秀人君） これは当たり前の話であって、自分でできるものは、私立学校ですか

ら、そのように授業料をいただいて、学校経営をしているわけです。しかしながら、町が誘致

しているわけですから、ここら辺のところの契約書はあるといっても、当初契約したあの年代

から、もう大分たっているわけですよ、そういう中で時代の変化、そして町に150人もの生徒が

ここに来ているのだと、ましてや高校が認可になったと、聞くところによると、認定こども園

も申請したけれども、町の一言で認定は駄目になったという話も聞いていますが、これについ

ては、いずれゆっくりとお話を聞きたいと思うのですが、そういうものも、やはり公立学校で

あっても、私立学校であっても、公教育には間違いないですよ。教育長、公の教育というのは、

私立も公立も関係ないのです。 

 これが憲法で定めている、やはり誰もが教育を受ける権利なのですよ。そういうものであれ

ば、これらについても時代の変遷とともに、どういう支援ができるか、そして、お互いに協力

し合っていくか、英知をいただくとか、そういうものもこれから生まれてくるのではないかと、

あえてここで言っておきます。ぜひ、これについてはご検討ください。 

 次に、三つ目の交通安全対策についての質問に入ります。 

 ゾーン30プラスに指定した対策に伴って、町道豊浦中学校線の追い越し禁止ラインや国道37

号からの町道豊浦中学校線や町道豊浦小学校線及びその延長線上の町道を経由する通り抜けの

進入禁止の設定、それから札幌方面への走行車両は、道の駅近辺の信号から道道豊浦京極線を

利用することへの誘導策、また、その逆の函館方面への走行車両の道道豊浦京極線から国道37

号を利用する誘導策を講ずる方策などが必要ではないかであります。 

 さらに、町道東雲桜線経由の道道豊浦京極線への通年閉鎖措置、これも今後は必要になって

くる。あそこにいる方々は、大変迷惑を被っているということも聞いております。また、子ど

もさんが通学するに当たっての交通安全対策も必要だということも聞いております。町費負担

の大型の看板設置、それから北海道警察によるスピード測定の実施、これを大いにすべきだと

私は考えるわけですが、どのようにお考えになっているのか、所見を伺いますが、この間あの

近辺を見ると、手製で札幌方面はこちらですという、議長のすぐ家の前のところに手製で、こ

ういう看板があって、そこまで上がってくるのですね。真っすぐ行ったら議長の家まで行って

しまうという、そういう状況のこともあるのですよ、ぜひこの辺を含めてご回答願いたい、ご
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答弁をお願いいたします。 

○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） 交通安全対策についてお答えいたします。 

 事業内容につきまして、きめ細かなご提案をいただいておりますが、これらのご提案につき

ましては、所管課において検討を行っております。 

 令和５年定例会９月会議でも答弁させていただきましたが、ゾーン30プラスの事業につきま

しては、国の交通安全対策補助制度の活用スケジュールの都合上、令和６年度に計画を作成し、

令和７年度に事業実施という予定でおりますので、いただいたご意見を参考とさせていただき、

事業計画を作成してまいります。 

 次に、町道豊浦中学校線の追い越し禁止ラインの設置につきましては、既に警察に設置を要

望し、現在、回答を待っている状況であります。警察庁による交通規制基準の通達に基づき、

交通量や勾配等の観点から設置の可否が判断されるものと伺っております。 

 次に、道道豊浦京極線や国道37号線から町道を抜け道として、高速走行する車両に対する進

入禁止措置や道の駅へ迂回していただく誘導につきましては、ゾーン30プラスの目的が侵入抑

止ではなく、進入した車両の速度をいかにして低下させるかに主眼を置く対策でありますので、

町道入り口にゾーン30プラス専用の看板や路面表示をして、速度低下を注意喚起し、ラバーポ

ールを設置して、視覚的に道幅を狭くするなどの対策により、該当するエリアに居住される町

民の皆様が極力不自由なく、かつ速度抑止が達成される内容で対策を講じてまいります。 

 次に、町道東雲桜線経由の道道豊浦京極線への通年閉鎖措置につきましては、東雲桜線を抜

け道として利用する高速走行車両が多く、一たび事故が起きれば重大事故につながる恐れのあ

る道路でありますので、交通安全対策の観点からは、通年閉鎖することも有効な案と考えてお

ります。しかし、実際に利用される方の意向を尊重した上で、検討したいと考えておりますの

で、関係自治会と通年閉鎖の要否について、今後、慎重に協議を進めてまいります。 

 次に、町費負担の大型看板の設置につきましては、令和７年度からのゾーン30プラス整備の

一環として、エリア内の町道への各入り口に、30キロメートル制限区間であることのゾーン30

プラス専用の看板を設置し、速度低下の注意喚起を行う予定であります。 

 最後に、北海道警察によるスピード測定につきましては、これまでの要望が実り、本年９月

29日に豊浦中学校線において、速度取締りを実施していただいたところであります。 

 また、今後の取締りにつきましても実施計画を立てていると伺っておりますので、今後も引

き続き、ソフト・ハードの両面における対策を、関係機関と連携して講じてまいります。 

○議長（根津公男君） 山田議員。 

○１番（山田秀人君） 私は９月にもこれを質問しましたから、重複するのは避けているわけ

ですけれども、この通年閉鎖の問題ですよ。ここは一人のためのものなのか、多数のためのも

のなのかというところは十分に考えないと、一人のためのものに通年ずっと開けておくという

のは果たしていかがなものか、あそこに住まわれている方の要望を聞きますと、ここはもう通

さないできたほうがいいのだと、通る人は「いずみの学校」のあの道路から上がっていけば、

ちゃんと桜へ行けるわけですから、そういうものがいいのではないかという声が非常に多いで

す。 

 ですから、今、ここの答弁で、関係自治会と閉鎖の要否について伺うと言うけれども、自治

体自体がそんな調査能力がないわけです。ですから、やはり町自体が、周辺の住民の意見や要

望をきちんと聞いて判断をするという、ここがやはり大事ではなかろうかということです。い

かがですか。 
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○議長（根津公男君） 武田政策財政課主幹。 

○政策財政課主幹（武田貴博君） 議員がおっしゃるとおり、通年閉鎖に係る部分につきまし

ては、協議があった末に現状の形になったと伺っております。そのときから時代も変わってお

りまして、安全に対する町民の意識も変わっていると思いますので、改めて地域の方々に意見

をいただいて、その上で通年閉鎖というところの判断をしたいと考えております。 

○議長（根津公男君） 山田議員。 

○１番（山田秀人君） もう一つは、スピード測定によって反則金が徴収されます。この配分

というのは、町にも還元されるというふうに聞いていますが、ご承知ですか、伺います。 

○議長（根津公男君） 武田政策財政課主幹。 

○政策財政課主幹（武田貴博君） スピード違反の反則金が町に還元される仕組みというのは、

私はその認識がありません、不勉強でした。申し訳ありません。 

○議長（根津公男君） 山田議員。 

○１番（山田秀人君） これは交付金ですので一括して集めて、たしか道かどこかが配分する

交付金だったと思います。歳入の予算ではかつては、これについても一つ一つ説明されていた

という経過がありました。スピード測定、あそこは30キロメートル制限ですから、何回もやら

ないと走行を注意しなければならないという、豊浦と虻田の間にパトカーがあそこにいるけれ

ども、あのパトカーをこっちに持ってきて、あそこでずっとやったほうがずっと効果が増すの

ではなかろうかということです。 

 ３番目の質問を終わりまして、次に４番目の質問に入ります。 

 バイオガスプラント事業ですが、今後の在り方について、いろいろと協議会等でも示されま

した。最近の技術、これは進歩に鑑み、呼び水とも言える予算を投じて、そして運営の検討を

したらいいのではないかと、少しぐらいお金を投じて、二、三年でプラスに転じて赤字を解消

させるような、そういう事業展開に努めていかなければならないのではないかと、単純に事業

をやめて補助金を返還して、ペナルティーを受けることではなくて、そういうような考え方を

すべきではないかと思うのですが、いかがですか。 

○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） バイオガスプラント事業についてお答えします。 

 運営の検討策についてでありますが、本事業の継続に当たり、既存のトラクターをはじめと

する車両や、機器類更新に係る投資的支出のほか、ご指摘のとおり、呼び水となるような効果

的な投資の検討も必要であると考えております。その投資の検討におきましては、11月27日の

全員協議会において配付いたしました豊浦町バイオガスプラント運営継続に向けた対応方針に

あるとおり、運営継続に向けた効果的な投資の検討を方針として掲げているところであり、現

在の考え方といたしましては、歳入の増に資するためには、ガス、余熱、電気利用などの運営

手法変更の検討、そして、歳出の抑制に資するためには、事業の出口部分、すなわち消化液散

布の効率化を図るラグーン（いわゆる消化液貯留池）の設置検討が想定できるところでありま

す。諸々の検討を推進するためには、現在も進めているところでありますが、まずは事業の根

幹をなすと言える、今後の原料受入れ量及び消化液散布量に係る施設利用農家との一連の協議

を固めることが、最優先事項であると捉えており、足を止めずに事業を推進してまいりたいと

考えております。 

○議長（根津公男君） 山田議員。 

○１番（山田秀人君） ９月に私もこれに質問はしておりましたが、実際に伺いましたけれど

も、豊浦町の事業をいかにして段階的に解消できて、いい事業にしていくかということで、イ
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ンターネットでいろいろなお考えを取り寄せたといいますか、応募を受けた経緯があるという

ことですが、中には、これはちょっとというものもあるかもしれないし、もっと大々的に説明

会を開いて、それで町民も含め我々も含めて、そこに参加して意見を聞く、そういう事業展開

をする人たちの話を聞いて、専門家を含めて一般の町民にもちゃんと話を聞かせて、やはり、

今後の事業をどうするかということが必要だと思うのです。議会説明会にも詳しい方がお一人

来ていましたよ。こんなことやっていたら、全然駄目ではないかというか、ソフト面でいろい

ろ考えられるのだと、昔はそういう事業に携わっていた人らしいですが、そういう方もいるの

ですよ。ですから、これも含めて新たに説明会を設けてお話を伺うということも必要ではない

かと思うのですが、いかがですか。 

○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） 多くの意見を聞くということについてでございます

けれども、議員がおっしゃるとおり、当然、バイオガスプラントに関わる方が多くいらっしゃ

いますし、関係者もおります。この間も議員の皆様からご紹介いただいた事業者ともお話をさ

せていただきました。また、視察もさせていただきながら、実際に事業運営されている事業者

とも意見交換をさせていただきました。多くのご意見などをいただいた経緯もございます。そ

ういう中で現在のプラントをどのように運営していけばいいのかを研究しながら、現在も進め

ているところでございます。なかなか難しいところもございまして、一気に解決するとは思っ

ておりませんけれども、その中でもいい知恵をお持ちの方もいるかと思っておりますので、引

き続き役場内だけではなくて、民間の事業者また場合によっては、大学の先生というところも

あろうかとは思いますけれども、そういう方々とも現在つながっている方も多くいらっしゃい

ますので、そういう方々から引き続きご意見などもいただきながら、対応していくことも必要

であろうと思っておりますので、そこは引き続き対応してまいりたいと考えております。 

○議長（根津公男君） 山田議員。 

○１番（山田秀人君） 一番不思議なのは、設置当初からの運営費で、会社はどことは言いま

せんが、同じ金額の運営費でやっているわけですよ。あれは華やかな計画当初を想定した運営

経費と同じですよ。それが今、町のこの事業の収入がダウンしているわけですから、それに伴

って提案した管理運営会社が、計画当初と同じ金額をいただいているし、こっちも払っている

と、申し訳ないと思わないのかな、どういうふうに考えているのかと、ほかの業者さんが聞い

たら、この業者さんは、随分と面の皮が厚いねなんていう業者さんもいますよ。ですから、必

要経費なのだろうけれども、それにしても改善したりいろいろなことで、その会社のことやこ

の事業も含めて、もうちょっと保守経費を安くするとか、そういう問題があっても、不思議で

はないのではないかという気はするのですよ。当初からこの会社は、そこに関わっているわけ

ですから、そこら辺のところが、これは十分に必要ではないかと思うのです。起死回生の策と

いうのは、もう尽きたのですか。まだまだあると思うのですが、いろいろな今言ったような経

費をあれするとか、これを農家の人に買ってくれと言っても、なかなか今の状況では生産費を

賄えない、今の価格補償ですよ、今酪農は大変なのですよ、今は日本の酪農が潰れるかという

ぐらいの状況ですよ。 

 そういう中で、今、皆さんがやっているわけですから、収入を増やすなんてことは、なかな

か考えられない状況にある。そういう中で、どう考えるのかということなのです。井上課長は

非常に苦労されて、副町長もこういうところに転がり込んできて、非常に大変な思いをしてい

るけれども、大丈夫ですか。起死回生策をこれから探ろうとすれば、少しぐらいは投じて、こ

れだというふうな光明を探していくという意気込みでおっしゃってください。 
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○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） 新たな取組についてでございますが、一発逆転とい

きたい気持ちはありますが、当然、採算性というところもありますので、そこは慎重に考えな

がら現在も進めております。先ほども申し上げたとおり、ラグーンという取組も一つの有効な

ものと考えております。投資の部分は当然ございますので、採算性がいつ取れるのだというと

ころも慎重に考えながら今後は進めていかなければならないなと考えておりますので、ラグー

ンだけには限らず、今、いろいろと考えながら進めている段階でございますので、また新たな

いい中身のものが見えてくれば、逐次、議会にもご説明させていただきたいと思っております

ので、決して諦めてはおりませんので、引き続き採算性というところが、今、大きな問題にな

っておりますから、引き続き努力はしていきます。 

○議長（根津公男君） 山田議員。 

○１番（山田秀人君） これは、だらだらとずっと赤字を続けていくことが町民の皆さんはそ

れだったらやめたほうがいいということですので、ぜひこれが短いうちにさっと切り上げて、

プラスに転じるような事業展開は絶対にすべきだと考えております。 

 ぜひご努力をされるよう、駄目だったら駄目で、きちんとした決断を下すということであり

ますから、そこには政治責任が伴うのは当然のことであります。そのことを十分ご承知おきく

ださい。 

 次に、五つ目の質問に移ります。ストーマ（人工肛門）のことについて伺います。 

 ストーマについては人工肛門、人工膀胱の種類があると聞いています。我が町にも造設者が

いるわけでありまして、それらの把握と備蓄袋とか薬品等費用への社会保障支援策、これらに

ついて伺うものであります。なかなか費用が大変だということも聞いておりますので、ご回答

ください。 

○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） ストーマ（人工肛門）についてお答えいたします。 

 本町における人工肛門や人工膀胱の造設者の把握についてでありますが、本年11月末現在に

おいて、人工肛門造設者が４名、人工膀胱造設者が２名おります。 

 これらの方々は障害者認定を受けられ、人工肛門造設者の方は蓄便袋、人工膀胱造設者の方

は蓄尿袋を日常利用されておりますが、これらの購入費用につきましては、障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、町が実施する障害者日常生活用具給付

事業として給付券を交付し、非課税世帯の自己負担はなく、課税世帯は１割負担とする利用者

支援を行っております。ただし、現行制度におきましては、１か月当たりの購入限度額が定め

られていることや、ストーマのケア薬品等については、給付対象外となっていることから、利

用状況によっては自己負担が生じたり、対象外の薬品等の負担が生じたりしていることも考え

られます。 

 しかしながら、これらの課題につきましては、地域的なものではなく制度自体の課題であり、

本来であれば公的制度によって、助成支援されることが望ましいと考えております。 

○議長（根津公男君） 山田議員。 

○１番（山田秀人君） 備蓄袋とか薬品等の値上げ、それから消費税がかかるのですね。 

 そのアップで、負担が増大しているのだということなのですよ。それで備蓄袋の消費税は非

課税、その他は課税されているということなのです。しかし、本体の負担は、非課税世帯は自

己負担なしですから、まるきり備蓄袋は、お金がかからないことで理解していいのかな。その

他は、払わなければならないということなのでしょう。ましてや、課税世帯は１割負担となっ
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ているということですから、まず、１か月当たりの購入限度額は幾らで、どういうふうになっ

ているのですか、伺います。 

○議長（根津公男君） 藤原総合保健福祉施設事務長。 

○総合保健福祉施設事務長（藤原弘樹君） 現在の蓄便袋、蓄尿袋はそれぞれ購入限度額がご

ざいまして、蓄便袋につきましては月額8,600円、蓄尿袋が月額１万1,300円になってございま

して、それぞれ対象者の方に２か月分を給付券として、本人にお渡ししている状況でございま

す。 

○議長（根津公男君） 山田議員。 

○１番（山田秀人君） この中で、みんなが間に合っているのですか、聞くところによると、

全然間に合わないのだということですが、実情はどうなのですか。 

○議長（根津公男君） 藤原総合保健福祉施設事務長。 

○総合保健福祉施設事務長（藤原弘樹君） 当町としてといいますか、他の自治体もそうです

けれども、給付券という形で本人にお渡しして、その給付券の金額の範囲内で、業者さんと利

用者さんがその利用頻度によっても、きっと自己負担が大きく発生している方も中にいること

もお伺いしておりますが、実態としては、給付券の範囲内で収まっている方もおられると、そ

ういうお話も聞いていますし、使用実態とか使われている商品によっても、自己負担の部分で

も多少変動という形があると伺ってございます。 

○議長（根津公男君） 山田議員。 

○１番（山田秀人君） この実態をきちんと把握してください。そして、どういうふうな負担

が生じているのか、特に課税世帯、非課税世帯はどうなのか、これをもう一度きちんと精査し

て、次回に私は聞きますから、ぜひそこら辺を調べてみてください。 

 もう一つは、課税世帯が１割負担になって、限度額が定められていると、そして、ストーマ

のケア薬品については、給付対象外で自己負担だと、これが増大しているということです。そ

こをちゃんと見ておかないと、人工肛門造設者が大変な苦労をなされていると、そして、一番

ここで問題なのは、地域的なものではなく制度自体の課題でありますというのは、これは非常

に問題のある言い方ですよ、公的制度に任せたほうがいいのだと、公的制度というのは何なの

ですか、市町村独自の制度設計というのは公的制度でしょう。ですから、これはきちんと町が

公的制度を設けてやるのか、補助率をそこに横出ししてやるのか、そういうことも含めて、や

はりこれは補助率が全然変わっていないというお話ですよ。ですから、国も含めてこれら市町

村の横出しと上乗せ、こういう事業もやはり検討していくと、そして社会保障制度はどういう

ふうになっていますか、これは手帳が必要なのでしょう。そこら辺のところはどういう制度を

たどっていけば、この社会保障制度を受けられるか、そこら辺のところはどういうふうになっ

ていますか。 

○議長（根津公男君） 藤原総合保健福祉施設事務長。 

○総合保健福祉施設事務長（藤原弘樹君） 先ほど当町の場合、６名の方がおられる形になっ

ておりますが、６名の方が全て障害者認定を受けていると答弁してございまして、こちらの方々

は皆さん等級でいいますと、24級という障害認定を受けておられまして、それに基づき本町は

日常生活用具ということで、給付券での支援をさせていただいているところでございます。 

○議長（根津公男君） 山田議員。 

○１番（山田秀人君） これは国の制度、いろいろな福祉政策があるわけですが、至って福祉

政策というのは乏しい、そういう中でのストーマの造設者の多大な負担増ということになって

おります。ぜひ、その辺を含めて実態をきちんと把握して、後で伺いたいと思います。 
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 次の質問に移ります。 

 ６番目地方創生臨時交付金のいわゆる推奨事業メニューです。 

 国の補正予算に盛り込まれた地方創生臨時交付金のうち、推奨事業メニューの概要が明らか

になったわけであります。内閣府はこの間に２回事務連絡を発出して、一つ目は、11月２日付

の事務連絡（「重点支援地方交付金」の追加）、二つ目は、11月10日付の事務連絡（令和５年

度補正予算（第１号）案の閣議決定を踏まえた「重点支援地方交付金」の取扱）であります。

さらに説明用資料も示して、自治体にとっては、地域の実情に応じた支援事業に活用できる推

奨事業メニューの交付が提示されています。交付限度額を伺うものであり、また、住民の暮ら

しを支える積極的な事業展開、これらの年内の予算化への見通しについて伺います。答弁を願

います。 

○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） 地方創生臨時交付金のうち、推奨事業メニューにつ

いてお答えいたします。 

 令和５年11月２日に閣議決定されたデフレ完全脱却のための総合経済対策におきまして、低

所得世帯支援枠を追加的に拡大するとともに、物価高騰の影響を受けた生活者や事業者を引き

続き支援するために、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を追加することが盛り込まれ

たところであります。国は地方公共団体に対して、都道府県・市町村で連携を図りながら、重

点支援地方交付金を有効に活用し、事業の効果的な実施に取り組むよう求めております。 

 重点支援地方交付金の本町の交付限度額についてですが、11月30日に通知があり、低所得世

帯支援枠として、4,257万2,000円、推奨事業メニュー分として2,213万1,000円となっておりま

す。 

 住民の暮らしを支える積極的な事業展開と、年内予算化への見通しについてですが、本町に

おきましては、物価高に最も切実に苦しんでいる低所得者に対して、既に令和５年定例会６月

会議において議決をいただきました豊浦町住民税非課税世帯生活支援給付金事業において、１

世帯当たり３万円を支援しております。今回、更なる支援を迅速に届けるために、低所得世帯

支援枠を活用して、１世帯当たり７万円を新たに追加することで、住民税非課税世帯１世帯当

たり合計10万円を支援することとし、通知された低所得世帯支援枠の交付限度額に基づいて、

追加の補正予算案を本定例会12月会議において上程予定でございます。また、推奨事業メニュ

ー分についてですが、北海道の重点支援地方交付金を活用した道民への支援事業内容を踏まえ

ながら、地域の実情に応じて、困難な状況にある者をしっかりと支えるという観点で、事業構

築を慎重に検討する必要があることから、本定例会12月会議における補正予算案の上程を見送

り、令和５年度内の上程を考えております。 

○議長（根津公男君） 山田議員。 

○１番（山田秀人君） 大体分かりました。 

 後段の推進事業メニュー分のことについて伺います。 

 北海道の交付金を活用した道民への支援事業内容を踏まえながらということですが、それは

12月議会ではなくて、来年に持ち越すのだと、これはどういうことなのか、伺います。 

○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） 推奨事業メニューについてでありますけれども、北

海道でも、現在、第４回定例道議会で補正予算として、議会に提出されておりますので、いわ

ゆる北海道として、どのような中身で支援していくのかも踏まえながら、それを見て町として

も町民に対しての支援の漏れがないような形で事業を進めていきたいと考えておりますので、
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まず、北海道の支援状況を踏まえて、しっかりと支援漏れがないような形で進めていきたいと

いう考えでございます。 

○議長（根津公男君） 山田議員。 

○１番（山田秀人君） そうすると、北海道の今回の４定で道がいろいろなメニューをつくっ

て、道民への支援をするということですから、それを見据えながら、それに相まった事業を展

開するという理解であると思います。 

それで、前にも言いましたが、結局、住民税非課税の皆さんに、今回の７万円をプラスして

合計10万円になるけれども、例えば、均等割のみの課税者もいるわけです。これも低所得者の

一つの分類になるわけです。こういう人たち、谷間の所得者は低所得者ですよ。これらへの対

応というのは考えているのですか。均等割の非課税のみならず、この推奨分も含めて、今後ど

う対応するのか、均等割課税者に対する支援、そういう方々への支援をどういうふうに考えて

いますか、伺います。 

○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） 均等割についてですけれども、住民税の均等割に関

しましては、今、国で10万円を給付するという動きがございます。あわせて、所得税、住民税

非課税世帯と、先ほど申し上げた均等割の世帯に該当する18歳以下の子どもに１人当たり５万

円を上乗せするという報道もございますので、そういう国の動向も注視しながら、町としての

支援策を検討していきたいと考えております。 

○議長（根津公男君） 山田議員。 

○１番（山田秀人君） せっかく配分になっている財源ですから、これを余すことなく、多く

の町民の方に行き渡るような、そして経済活動が旺盛になるような施策の展開をぜひしてもら

って返還しなければならないとか、使い過ぎたとか、そういうことがないようにこの事業を展

開してもらいたいということですので、この点については、経済施策として十分展開していた

だきたいというふうに考えて、私の質問を終わります。 

○議長（根津公男君） これで、山田秀人議員の一般質問を終わります。 

 ここで、暫時休憩いたします。 

 

休憩  午前11時58分 

再開  午後１時00分 

 

○議長（根津公男君） 休憩を閉じて、一般質問を再開いたします。 

 次に、大里葉子議員の発言を許します。 

 大里議員は、質問者席に移動願います。 

 大里議員。 

○５番（大里葉子君） ５番大里葉子です。 

 議長の許可をいただきましたので、通告に従い、耐震化されていない避難所中央公民館につ

いて、１点質問させていただきます。 

 大規模な地震発生時において、災害応急対策を円滑に実施するためには、自治体庁舎や指定

避難所等の防災拠点となる公共施設等の耐震化が重要であることから、地方公共団体における

これらの施設の耐震化を、国からも促されていると思います。 

 本来、耐震化されていない中央公民館を、防災拠点、避難所として使うことは望ましくあり

ません。豊浦町は日本海溝・千島海溝沿いを震源とする、巨大地震の津波で被害を受けると想
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定される津波避難対策特別強化地域に指定されています。昨年の９月、中央防災会議で指定さ

れました。津波避難対策特別強化地域とは、マグニチュード９クラスの巨大地震で、津波によ

り30センチメートル以上の浸水が、地震発生から40分以内に生じる地域です。それを受けて、

北海道鈴木知事のコメントでは、巨大地震から被害を軽減するため、今後、特別強化地域にお

いては、津波避難施設の整備の促進や道民皆様の避難意識を高めることなど、ハード・ソフト

両面からの取組を推進していくことが重要であり、道としては、国や関係市町村防災関係機関

などと緊密に連携協力し、道民の皆様の命を守るための総合的な防災・減災対策に全力で取り

組んでまいりますとありました。 

 ですから、国からも道からも、地震防災対策避難所の耐震化を推進してくださいと、促され

ていると思いますが、町の考えとして、今後も耐震化されていない中央公民館を避難所として

使い続けるのでしょうか、お尋ねします。 

○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） 耐震化されていない避難所中央公民館についてお答

えいたします。 

 中央公民館についてでありますが、災害時に160名の避難が可能な施設として、避難所の指定

を行っております。 

 市町村が指定する指定避難所の基準につきましては、災害対策基本法及び災害対策基本法施

行令で定められており、施行令において、避難のための立ち退きを行った居住者等または被災

者を滞在させるために必要かつ適切な規模のものであること、また、想定される災害による影

響が比較的少ない場所にあるものであることと規定されております。 

 この規定に基づき、国土交通省におきましては、避難所の耐震化が望ましいとして、耐震化

整備に対する補助事業を実施しており、災害として地震を想定した場合、避難所の耐震化は必

要であると言えます。 

 このことから、耐震化がなされていない中央公民館につきましては、本町における最大規模

の被害を想定する災害として、日本海溝・千島海溝における巨大地震と、その後に続く大津波

を想定した場合、避難者の安全性が保てないおそれがあることから、安全性が確保されるまで、

避難所の指定を解除することが適当であると考えております。 

 現在、今年度末をめどに、地域防災計画の改定を行っているところでありますので、避難所

として指定をしない形で整理いたします。避難所指定を解除した場合の収容想定160名の避難先

でありますが、最大規模の災害である大津波の発生を想定しましても、本町地区の他の避難所

への収納が可能でありますので、新たに避難所を整備する必要はないと捉えております。 

○議長（根津公男君） 大里議員。 

○５番（大里葉子君） 今年度末をめどに、地域防災計画の改定が行われているところですが、

国土交通省からも、避難所の耐震化が望ましいとして、耐震化の補助事業も実施しており、災

害として地震を想定した場合、避難所の耐震化は必要であると、町としてもご理解されている

ようですが、まず、中央公民館は安全性が確保されるまで、避難所の指定を解除する、新たに

避難所を整備する必要がないとご答弁いただきましたが、それでは、中央公民館の安全性の確

保はいつなされる予定であるのですか、お尋ねします。 

○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） 中央公民館の安全性の確保についてでありますが、

現行、耐震化の工事がされていないという状況でありますので、それと併せまして、町内の公

共施設についても幾つか老朽化が著しい施設がございます。 
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 そういう公共施設の老朽化した施設を踏まえまして、集約化ということも、今後は検討して

いかなければならないものと認識してございますので、公共施設の集約化に伴って中央公民館

の位置づけがどのようになるのか、そういうところも十分に検討しなければならないと思って

おります。当面は耐震化されておりませんので、避難所としての指定は、今回の地域防災計画

の中では解除ということで整理いたしますが、まず、町内の老朽化した公共施設の全体的な見

直しも含めて、整理を図っていかなければならないと思っております。現時点では、いつまで

とか具体的なお答えはできない状況ではありますけれども、まずはそういう施設の集約化の検

討を進めていかなければならないと考えております。 

○議長（根津公男君） 大里議員。 

○５番（大里葉子君） 分かりました。現時点ではいつまでということは言えなくて、今後、

老朽化していく公共施設に関しても集約化を検討されていくということですが、それでは、中

央公民館の収容160名を他の避難所で収容できるという理由も一つはあるかと思うのですけれど

も、それでもなぜ耐震化をしないのですか、耐震化しない理由はほかにもあるのですか、お尋

ねします。 

○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） 耐震化しない理由というご質問でございますけれど

も、中央公民館に関する当時の設計図面がないという報告を受けてございます。耐震化を目指

すのであれば、まず、現行の施設がどのような建築物であるかというところも設計委託をかけ

なければならない状況もございます。そういう物理的な部分で図面がないということもござい

ますので、現時点では耐震化に向けての工事というのが、そこは慎重に考えていかなければな

らないものと考えているところでございます。 

○議長（根津公男君） 大里議員。 

○５番（大里葉子君） 図面がないというところは以前にもお聞きしていたところですが、図

面にないことは大変かもしれませんが、図面がなくても今どきの専門家の人たちを入れれば、

ある程度は分かるのではないかと思いますが、耐震化しないということは、今、大規模改修工

事もできない、しないというお考えだとして、それでは指定避難所を解除するから、中央公民

館は避難所ではないので、耐震化しなくてもいいというお話にはならないのではないか、そこ

のところはどう捉えているのですか、お尋ねします。 

○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） 中央公民館の扱いということになるかと思いますけ

れども、当然、中央公民館の必要性は十分に承知しているところです。 

 現実に利用されている町民の方も、多くいらっしゃることも承知しておりますので、中央公

民館の必要性というのは十分に理解しているところではございます。 

 そういう中で、耐震化がされていない状況ですので、まずは、先ほど申し上げたとおり、町

内の公共施設の集約化も検討しながら、実際に避難所の中央公民館は160名の避難が可能という

ことで整理しておりますけれども、他の施設を活用することで、町民の方々の避難場所として

は確保できるということでもあります。一応、そういうところもございますので、中央公民館

に関する耐震化というのは、より慎重に検討していきたいところでございます。 

○議長（根津公男君） 大里議員。 

○５番（大里葉子君） 中央公民館の耐震化については、慎重に検討されていくというご答弁

をいただきましたが、例えば、耐震化をしたとしたら、耐震化の補助事業など緊急防災・減災

事業債とかもあります。その耐震化を中央公民館でするとして、避難所を今解除したとしても、
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総額で幾らぐらいのお金がかかるのでしょうか、どれくらいかかって、例えば、町の一般財源

からの持ち出しがこのくらいになるという試算はされたことがありますか、お尋ねします。 

○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） 中央公民館の耐震化に向けての事業費についてでご

ざいますが、現時点では事業費についての算定はしていない状況です。 

○議長（根津公男君） 大里議員。 

○５番（大里葉子君） 分かりました。中央公民館を指定避難所から外したので、耐震化する

とこれぐらいかかるとの想定もしなくていいという判断にはならないのではないかと思います。

やるかやらないかは町長のご判断にもなると思いますが、どれくらいかかるか想定して検討し

ておくべきだと思います。 

 豊浦町は、子育てに子どもたちにとても手厚い町です。それでも介護や福祉、そして防災は

命に関わることですので、そこのところをやるかやらないかは別としても、考えていただきた

いのですけれども、お伺いします。 

○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） 耐震化に関わる改めてのご質問かと思います。 

 まず、どれぐらいかかるのかというところも重要であると思いますけれども、そのためには

民間事業者に、現在の建物の構造上なども含めて、検査していただかなければならないかなと

考えております。そういう委託をした中で、それでは耐震化に向けては、どれぐらいの費用が

かかるのかも、民間事業者の方にお願いしながら進めていかなければならないと思っておりま

す。 

 現行としましては、先ほどと繰り返しの答弁になりますが、集約化という議論も必要だと認

識していますし、現行、他の施設において収容が可能と捉えておりますので、そこは中央公民

館の耐震化に向けては慎重に検討していかなければならないと考えております。 

○議長（根津公男君） 大里議員。 

○５番（大里葉子君） 1973年に建てられた中央公民館は50年たちました。耐用年数はあと何

年なのか、お尋ねします。 

○議長（根津公男君） 武田政策財政課主幹。 

○政策財政課主幹（武田貴博君） 具体的には、個別施設計画が町にございまして、そちらで

言いますと、生活改善センター、中央公民館につきましては、耐用年数が50年ということです

ので、ちょうど50年、耐用年数の節目を迎えている状況でございます。 

○議長（根津公男君） 大里議員。 

○５番（大里葉子君） 今、50年というご答弁をいただいたのですけれども、60年なのかなと

思って質問したのです。60年だったら、あと10年をどのように中央公民館として使うのか、ま

た、お聞きしようと思っていたのですが、もう50年たちまして、それでも今は耐震化されてい

ないけれども、防災拠点としての指定避難所としては解除しても耐震化しないで中央公民館を

使っていくと受け止めましたが、耐用年数はもう残っていないということで、50年過ぎてかな

り鉄筋コンクリートや内部の材料がもろくなって老朽化していることと思います。例えば、こ

のまま使い続けて、避難所ではなくても、震度５の地震が来ても大丈夫ですか、中央公民館は

保てるのでしょうか、避難所として使えなくても、中央公民館として使うのは問題ないのか、

お尋ねします。 

○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） 今後の地震についてでございますが、震度５という
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ことでございます。震度５の地震に耐え得るかどうかでございますが、構造上耐え得るかどう

かにつきましては、はっきりと大丈夫とか危険と言うには、建物の構造上の問題がありまして、

明確な答弁はできない状況にあります。役場に建築の職員もいますので、そこは確認させてい

ただきたいと思っております。 

○議長（根津公男君） 大里議員。 

○５番（大里葉子君） 分かりました。以前、町内の建物劣化状況一覧表という小さい字のも

のをいただいて、私は見えないので大きくしてもらって、そこの４番目に生活改善センター、

今の中央公民館が出てくるのですけれども、2021年に耐震診断がなされているようですが、こ

の診断結果はどんな診断が下されたのですか、お尋ねします。 

○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） 大変申し訳ございません。そこは承知していなかっ

たものですから、確認させていただきたいと思います。 

○議長（根津公男君） 大里議員。 

○５番（大里葉子君） 後で資料を要求してもいいですか。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） はい。 

○５番（大里葉子君） お願いします。 

 それでは、続けます。 

 巨大地震、巨大津波は、昼来るのか、夜来るのか、いつ来るのかは分かりません。避難所と

して使わなくなったとしても、まして50年の耐用年数がもう来てしまった中央公民館で、昼間

であれば閉館時間まで、中央公民館を利用している町民の方もいらっしゃるでしょうし、１階

には社会教育の生涯学習課の皆さん、そして図書室もあります。図書室には子どもたちも、ま

た、お母さんとかも利用されています。 

 その結果を踏まえて、今日は町長もいらっしゃいませんが、しっかりと中央公民館の在り方

を考えていただきたいです。それで、避難所を解除した場合、その160名の避難先は、他の避難

所へ収容可能ということでしたが、他の避難所とはどこですか、お尋ねします。 

○議長（根津公男君） 武田政策財政課主幹。 

○政策財政課主幹（武田貴博君） 本町地区の避難場所でございますが、今回は津波を想定し

てということですと、いわゆる浸水地域を除いての避難所で想定をしますと、本町地区の避難

所は、豊浦小中学校、旭町集会所、いずみの学校ないし、福祉避難所として指定している「や

まびこ」とその隣にあります、高齢者コミュニティセンターでございます。 

 これらの収容人数で、本町地区の浸水地域の避難想定人数を考慮しますと、この中で収容は

可能になるという状況でございます。 

○議長（根津公男君） 大里議員。 

○５番（大里葉子君） 分かりました。今のにスポーツセンターは入っていないのですか、お

尋ねします。 

○議長（根津公男君） 武田政策財政課主幹。 

○政策財政課主幹（武田貴博君） スポーツセンターにつきましては、耐震化がされていると

いうことですので、スポーツセンターも含めての人数というところでございます。失礼いたし

ました。 

○議長（根津公男君） 大里議員。 

○５番（大里葉子君） 分かりました。それでは例えば、足の不自由な方や車椅子を使用され

ている方などは、スポーツセンターは避難所として、大変不便だなと思うのですけれども、ス
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ポーツセンターの２階には出入口がありますか、お尋ねします。 

○議長（根津公男君） 武田政策財政課主幹。 

○政策財政課主幹（武田貴博君） スポーツセンターの２階に、中央公民館を介さないで入る

というところは、器具等を運ぶ場所しかないものですから、スポーツセンターに足の不自由な

方が入るのは、ちょっと難しいのかなと思いますので、そういう方には福祉避難所であります

やまびことか、高齢者コミュニティセンターへの避難という形になるかなと思います。 

○議長（根津公男君） 大里議員。 

○５番（大里葉子君） 分かりました。問題は災害の規模が分からない、日本海溝・千島海溝

沿いのマグニチュード９の巨大地震による津波が、いつやってくるか分かりませんが、もし豊

浦町に想定されている最大津波高8.8メートルの津波が起こった場合には、線路から下の第１自

治会から浜町自治会、高岡第１自治会の町民全ての方が、避難しなければいけないという状況

になるかと思います。昨年の古い資料ですが、800人ぐらいの方がいらっしゃいます。避難所で

そうなったときには、１か月ぐらいその生活をしなければいけないと考えたとき、体育館での

避難所の生活より中央公民館のほうが、使い勝手はいいかなと思っていたところですけれども、

もう50年の耐用年数が過ぎたというところで、本当に緊急にそこは検討していかなければいけ

ないと思うのですが、緊急に検討していただけますか、お尋ねします。 

○議長（根津公男君） 武田政策財政課主幹。 

○政策財政課主幹（武田貴博君） 避難生活で屋根があるとかで、避難所として成立するかと

いうことはないかと思います。生活を続ける上で、必要な機能があると思います。そういう意

味では現在の中央公民館は、煮炊きができるところとか、畳の部屋もあるので、ある程度長期

の避難には適しているかなと思いますが、これが小学校、中学校とか隣のスポーツセンターが、

その機能を果たせるかというと、ちょっと難しい部分はございます。ただ、中央公民館は先ほ

ど副町長も答弁されたとおり、様々な機能を持たせるという意味合いもございますので、防災

の拠点の機能というところも踏まえた上で、将来的な議論を関係課としていきたいと考えてご

ざいます。 

○議長（根津公男君） 大里議員。 

○５番（大里葉子君） 分かりました。本町では新たに政策財政課ができて、交通防災係がで

きました。交通安全ももちろん大事ですが、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の津波の影響

を受ける津波避難対策特別強化地域に指定されて、特に津波対策が重要であり、防災について

も専門的にやっていくのであろうと、それで課長補佐も置かれたのだと、私は理解していまし

た。災害の際には、避難所の対策はとても重要になってきます。 

 中央公民館を指定避難所から外したとして、取りあえず、避難される人数は、何か所かに振

り分けて収容できたとしても、本来は中央公民館のような防災の拠点となる避難所、2000年の

有珠山噴火の際も洞爺湖町の町民の皆様を豊浦町の各学校やいろいろな施設で受入れましたが、

そういう拠点となる避難所が必要かと思いますが、その点を町はどう考えているのですか、お

聞かせください。 

○議長（根津公男君） 武田政策財政課主幹。 

○政策財政課主幹（武田貴博君） これは防災の所管課での意見になってしまうのですが、や

はり防災拠点というのは、豊浦町として必要かと考えてございます。 

 繰り返しになりますが、町の財政状況とか、他の課との連携によりまして、必要な機能を今

後は協議してまいりたいと考えてございます。 

○議長（根津公男君） 大里議員。 
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○５番（大里葉子君） あとは2025年問題です。 

 2025年には３人に１人が65歳以上、５人に１人が75歳以上となると言われています。本町は

もっと割合が高いかもしれません。そうなると足腰の不自由な方も多くなると思いますが、先

ほどもご答弁いただきましたが、総合保健福祉施設やまびこに64人、高齢者コミュニティセン

ターに30人を津波の際に収容可能と、防災ガイドマップにもありますが、要介護者で押し車や

車椅子を使用されている方や、寝たきりで介護を受けている方は、率先してここに避難をさせ

ていただきたいところですが、この64人と30人の枠で豊浦の要介護者の方、線路から下に住ん

でいる方の受入れは大丈夫でしょうか、あぶれたりしないでしょうか、お尋ねします。 

○議長（根津公男君） 武田政策財政課主幹。 

○政策財政課主幹（武田貴博君） 災害時の要配慮者というところでございます。 

 介護認定を受けている方とか、障害の手帳の認定を受けている方とか、そういう方を中心に

要配慮者の設定を、今策定しています地域防災計画の中でも、細かく設定をしていくところで

すけれども、その中で対象者が福祉避難所に収容可能かということですが、現行では要介護認

定の基準とか、そういうところに照らし合わせた中では、収容が可能かなと捉えております。

しかしながらやまびこも、２階を老人保健施設として運用をしておりますので、この64名全て

の収容が本当に実現可能かというところは再度見直しが必要かなと捉えているところでござい

ます。 

○議長（根津公男君） 大里議員。 

○５番（大里葉子君） 分かりました。 

 １点だけの通告ですので、これで終わりにしますが、大岸、礼文の津波の際の緊急避難所の

耐震化についても十分検討を進めていかなければなりません。バイオガスプラント等を含めて、

逼迫している町財政の中で、お金がないのでできませんとか、耐震化していないので避難所を

やめましたでは災害時に町民の命は守られません。お金の問題だけではないです。命に関わる

問題です。災害時に被災者等の町民の方が安心・安全に避難所に滞在してもらうため、耐震化

の補助事業を使って、実施に向けて検討すべきです。今日は町長がいらっしゃらないので、今

後も継続して訴えていきます。 

 最後に、須田副町長は、道で土木の関係については明るいと聞いています。防災避難所での

耐震化について、例えば、震度５までなのか、震度６までなら安全を確保してくださいという

ことなのか、道の捉え方や考え方はどんな感じか、お聞かせください。 

○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） 各震度における建物の耐震化についてでありますけ

れども、確かに私は建設部の出身ではございますが、防災関係や建物関係は、また別の部署と

いうところもございまして、個々の地震に対して、どの施設が対応し得るかについては、詳細

まで把握していない部分もございますので、ここも改めてご説明させていただければなと思っ

ておりますので、よろしくお願いします。 

○議長（根津公男君） 大里議員。 

○５番（大里葉子君） 分かりました。それでは、後で説明いただきたいと思います。 

 それでは、これで私の一般質問を終わります。 

 ありがとうございました。 

○議長（根津公男君） これで、大里葉子議員の一般質問を終わります。 

 暫時休憩いたします。 
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休憩  午後１時33分 

再開  午後１時35分 

 

○議長（根津公男君） 休憩を閉じて、再開いたします。 

 次に、石澤清司議員の発言を許します。 

 石澤議員は、質問者席に移動願います。 

 石澤議員。 

○７番（石澤清司君） 議長の承諾を得ましたので、今回１点こども家庭センターの新設につ

いて、質問をさせていただきたいと思います。 

 国はこの４月に、こども家庭庁が発足をいたしまして、政府は子ども・子育て政策に力を入

れることとなったわけでございます。 

 どの家庭も安心して、子育てできる環境が求められております。本町は機構改正により、こ

ども家庭センターの新設をして、妊産婦、子育て世代、子どもへ一体的に相談支援を行う機能

を有する機関の設置を提案されております。 

 仕事を優先して子どもの送迎ができなくなった、また、いろいろと子どもに関することにつ

いて、私が気がついたことを何点かお話をさせていただいて、これらの人も含めて、どのよう

に新設され対応されるのかも含めてお伺いをさせていただくわけでございますけれども、子ど

もの状態の発達障害、また、いじめや不登校になった者、それから、コロナ禍で生活が乱れ、

心がさらに不安定になり、外出困難になった、また、一人親世帯などの自立の手助けや育児支

援が急がれる家庭もあるのではないか、また、家庭を訪ねて支援する活動も、新設された中で

対応されていくのか、当然、子どもの居場所づくりも考えていくべきではないか、子どもの命

を直接脅かすいじめや虐待、これについても対応していくことになるのか、また、校外から問

題に対処する取組についても、どのような新設された課で対応されるのか、行政が子育てに悩

む親を早期にケアして予防に努め、発生時には速やかに子どもを救済する対策に万全を期すこ

とも、これは新設された中で対応されると、私は理解をしているのですが、そんなことも含め

て、今回新設されたこども家庭センターによって、どのような業務内容になってくるのかも含

めてお聞きしたいと思っております。 

 また、国の政策の中で、４点ばかりあるわけでございますが、一つ目としては、子育て世代

包括支援センターという項目の中では、妊婦、乳幼児、保護者支援。二つ目としては、子ども

家庭総合支援拠点施設としての捉え方としては、虐待、貧困、報告、安心・安全な子育てサー

ビス。三つ目としては、地域でいじめを解決するということで、公平性をいかに担保してのア

ドバイザー、メンタルケア、子どもシェルターは、どのような考え方でされるのか。四つ目と

しては、継続的なこども支援、伴走型子育て支援、子どもを育てる業務等の費用に給付するこ

とも、考えられるのではないかと思ってございます。 

 これらの対応を当然、令和６年度の４月１日から組織機構改正案によって、こども家庭セン

ターができるわけでございますが、今回の提案された中で、こども家庭センター長と次長が、

総合保健福祉施設の事務長と事務次長が兼職であると、また、母子保健係長と係員は、保健セ

ンターの係長と係員も兼職であると、新しく子ども支援係長と係員が配置されるという報告を

私は受けたのですけれども、このような中で、今私が申し上げたことも含めて、いろいろと業

務の内容について、事細かにご説明をいただければと思いますし、当然、それに関わる財源的

な確保、また、調整的なことも出てくるだろうし、権限に関わることも当然出てくるだろうと、

それから町民の窓口相談として、当然、少子化対策だとか、それらのことも出てくるとなると、
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このセンター長として兼務される、総合保健福祉施設の事務長と事務次長の仕事が大きく増え

てくることになってくると、今、総合保健福祉施設の中でやっている業務との関連もどのよう

な対応をされていくのか、これはしっかりと考えていかなければならないと私は理解をしてい

るのですが、その辺のところについての考え方を含めてご答弁をいただければと思います。 

 また、６月の定例で子ども・子育て支援法の改正に伴う、豊浦町特定教育・保育施設及び特

定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例、豊浦町家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準を定める条例、豊浦町放課後児童健全育成事業の設置及び運営に関する基準を定

める条例が提案され可決されました。これらのことも含めて、新設のこども家庭センターの業

務に、多分なっていくのだろうなと、私は考えるのですけれども、この体制の中で、私が今い

ろいろと申し上げたことも含めて、十分対応できるという基本的な考え方の根拠も含めてお聞

きしたいと思います。 

 そんなことも含めてご答弁をいただければと思います。 

○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） こども家庭センターの新設についてお答えします。 

 改正児童福祉法によりまして、子育て世代包括支援センター（母子保健）と、子ども家庭総

合支援拠点（児童福祉）の設立の意義や、機能は維持した上で組織を見直し、全ての妊産婦、

子育て世帯、子どもへ一体的に相談支援を行う機能を有する機関の設置が努力義務となったこ

とから、本町といたしましても、子育て世代への総合的な支援を図る目的で、令和６年度の組

織機構改正において体制を整えるため、本定例会12月会議に条例改正案を提出しているところ

であります。 

 組織機構改正の具体的な内容といたしましては、こども家庭センターを新設し、これまでや

まびこで行っていた妊婦、乳幼児等への伴走型相談支援と、町民課で行っていた保育所や子育

て支援の両部門を同一部局に集約することによって、既存業務の連携・協働を深め、妊産婦や

子育て世帯、子どもへの虐待への対応や、個々の家庭に応じた支援の切れ目のない対応など、

町として相談支援体制の強化を図り、町民サービスの向上を行うものであります。 

 こども家庭センターの新設につきましては、令和６年４月１日を予定しており、広報等を通

じて町民の皆様に周知し、子育て家庭が安心して子どもを産み育てられる環境づくりを進めて

まいります。 

 設置場所につきましては、こども家庭センターの設置の趣旨が、母子保健機能と児童福祉機

能の一体的運営であることや、町民からの相談に対応するスペース、必要職員数を配置できる

執務室の確保等を考えた結果、やまびこへ集約することといたしました。 

 また、こども家庭センターの設置に伴う子ども・子育て支援事業の運営費といたしまして、

現在、国において財政支援の検討がされているところであります。さらに、令和５年定例会６

月会議で可決されました子ども・子育て支援法等の改正に伴う関係条例の整理に関する条例に

基づく業務につきましては、現体制では町民課子育て支援係の所管となっておりますが、先ほ

ど述べたとおり、令和６年度からこども家庭センターに業務、人員ともに移管し、機能を集約

することで、関係機関との連絡調整がしやすい体制を整備いたします。 

 なお、いじめや不登校等といったケース対応に当たりましても、これまで同様に、各学校、

教育委員会とも連携し、充実強化に努めてまいります。 

 このたびの組織機構改正に関しては、現体制の子育て支援係で行っていた事務を移管する内

容でありますので、十分に対応が可能と考えておりますが、こども家庭センターの新たな業務

として、妊娠届から妊産婦支援、子育てや子どもに関する相談を受けて支援をつなぐための「サ
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ポートプラン」の作成や、民間団体と連携しながら、多様な家庭環境等に関する支援体制の充

実・強化を図るための地域資源の開拓などがあり、より充実した支援を行うためには、専任の

職員を配置することが必要であることから、できるだけ速やかに専任職員の配置を進めてまい

ります。 

○議長（根津公男君） 石澤議員。 

○７番（石澤清司君） まず最初に、来年の４月からこども家庭センターの新設をするという

ことですが、答弁にもありましたけれども、広報等を通じて町民に周知し、子育て家庭が安心

して子どもを産み育てられる環境づくりを進めていくという文言がありますが、これを町民が

聞いて、何をやるところなのだということを、やはり町民が分からなければ、せっかく新設さ

れることが無意味になってしまうというのが、私の捉え方なので、この辺のところは住民に具

体的な事業や内容も含めて、当然、知らしめていかなければならないと私は考えるのですけれ

ども、私の捉え方が間違っていれば、お話を聞かせていただければと思うのですが、こども家

庭庁が国にできたということで、先ほどの答弁の中に、機関の設置が努力義務になったという

ことでございます。この努力義務という捉え方が、非常に大ざっぱなことでございまして、豊

浦町としては、広報を通じて町民に周知するに当たって、どういうような考え方で、そして住

民に分かるように、どのようなことを考えているのだということを、まず、１点お聞かせいた

だきたいと思います。 

○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） 町民への周知についてありますが、まず、議員がお

っしゃるとおり、新たな組織がどのような組織であるかというところを、町民にしっかり理解

していただかなければ、混乱を招くことにもつながるかと考えております。 

 そうならないためにも、ホームページ、また、町の広報誌や様々な媒体を通じまして、こど

も家庭センターを設置した意義や、どのような業務を行っているのかなど、分かりやすく丁寧

に周知を図られるように、準備を進めていきたいと考えております。 

 言葉だけでは、なかなか伝わらない部分もあろうかと思いますので、ポンチ絵などの参考に

なるようなものも考えながら、分かりやすくこども家庭センターというものを、町民の方々に

周知していきたいと考えております。 

○議長（根津公男君） 石澤議員。 

○７番（石澤清司君） 当然、中身についても、具体的に示していくことだろうと思っておる

のですが、まず、令和５年度の４月１日現在の豊浦町行政機構図によれば、多分、この方が関

係の係、担当がこども家庭センターの新設に回っていくのだろうなと、私は理解するのですけ

れども、もし違っていれば、ご説明をいただければと思います。 

 町民課の子育て支援係では、子育て支援、児童手当、通学費等の補助、北海道医療関係、そ

れから保育所の入所受付、また、大岸保育所の保育業務（１歳児からの受け入れと一時預かり

の保育）、また、総合保健福祉施設の保健センターでは、健康診査、健康相談、予防接種等の

健康づくり業務、これが今年の４月１日の豊浦町の機構図の中で、業務として挙げられるので

すけれども、こども家庭センターを新設するに当たって、新たな豊浦町の子どもたちに特化し

た業務ということが、うたわれているのかいないのかも含めて、その辺のところはどのような

受け取り方をすればいいのか、また、これを１か所に集めることの町民のメリット、子どもを

持っているそれぞれの親たちや子ども自身も含めて、どのような効果を考えているのかも含め

てのお考え、今回、町長が見えていないので、なかなか答弁する代理としては難しいと思うの

で、ここに関わっている所管の課長さん方の考え方も含めて、当然、これに当たっては、内部



- 30 - 

でいろいろと協議や議論をされて、いろいろなことを挙げてきたらどうするのだと、そういう

ことになったのではないかと、私は捉えているのですが、現状のものとこども家庭センターを

新設したことで、新たな業務として何が出てきているのかも含めて、ご答弁をいただければと

思います。 

○議長（根津公男君） 竹林町民課長。 

○竹林町民課長 まず、町民課関連でございますが、その中で先ほど石澤議員さんのおっしゃ

っていた町民課の事務分掌の中で、今回、北海道医療分につきましては、町民課に残る形にな

ります。それ以外の分は、石澤議員がおっしゃった内容がこども家庭センターに移る形になり

ます。ですから、こども支援係では北海道医療分を除いた業務がこども家庭センターに移るの

で、今回新たにできるこども家庭センター内では、今持っている業務以外にも、やはりこども

家庭センターの事務を担当することになりますので、その医療を除いた部分では、町民に対し

ての窓口対応とか、また、虐待や子どもの相談の受付、そこをこども支援係で体制的には行っ

ていく形になってまいります。 

○議長（根津公男君） 藤原総合保健福祉施設事務長。 

○総合保健福祉施設事務長（藤原弘樹君） 私どもの関連という形でお答えさせていただきま

すが、今、町民課長が言われたこども支援係に加えて、今回、こどもセンターには、母子保健

に関わってくる部分が入ってきます。それにつきましては、もともとの保健センターの部分で

は、成人病とか予防接種の部分は、もともとの部署でやる形で、結果的にはその部署との兼務

にはなりますけれども、今回新たに母子保健を特化した中に、新たな業務としては、こどもの

妊婦等のサポートプランの作成業務が、新たなこども家庭センターの中に増えると、私どもと

しては捉えているところでございます。 

○議長（根津公男君） 石澤議員。 

○７番（石澤清司君） 今の話を聞いて、国の政策のこども家庭センター新設の中で、豊浦町

として、具体的な対応をされるのかされないのかも含めて、私はご答弁をいただきたいと思う

のですが、内閣府では少子対策、それから子どもの貧困、児童手当、認定こども園、これが内

閣府で携わっている仕事なのです。それから厚生労働省では、虐待対策、一人親家庭の対策、

母子保健、保育所、それから今度は文科省ですが、文科省の関係では義務教育、いじめ対策、

幼稚園、これが国の政策の中で、子どもに関係する政策です。 

 今年、国にこども家庭庁ができたことによって、ここで集中的に今私が取り上げた内容につ

いて、そこでやっていくということでございます。そんなことも含めて、先ほどの伴走型の子

育て支援ということで、妊婦に関わることについても継続的子育て支援という形の中で、新し

く国がこども家庭庁ができた中での仕事と、私は取り上げているのですけれども、このように

私が今、具体的に話をしたことについての対応が、こども家庭センターの新設の中で、対応し

ていくという理解でいいのか、その辺はまだ４月までちょっと時間があるので、内部的に少し

詰めて、どういうことを具体的に業務としてやっていくのかを、見極めさせてもらいたいとい

うことも含めて、それまでのことについては、どのように、そして誰が中心になって、対応さ

れていくのかということを、まず具体的にお話を聞かせていただければと思います。今日は町

長がいないので、私が今言ったことについて答弁することは大変厳しいと思うのですが、それ

ぞれが今までやってきた業務の中での捉え方としては、どのような連携を取って対応していく

べきなのか、それについては、来年４月のこども家庭センター新設まで時間があるので、その

辺のところも十分に検討して対応していただきたいです。 

 今、私が質問をしておりますので、そのことや検討するのかしないのかも含めて、ひとつご
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答弁をいただきたいと思います。 

○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） ただいまのご質問でございますけれども、まず、国

の情勢について答弁させていただきたいと思いますが、議員がおっしゃるとおり、こども家庭

庁につきましては、これは厚生労働省に関わる母子保健、保育所、虐待防止関係については、

こども家庭庁へ移管となっております。あわせて、内閣府で所管しておりました児童手当、子

どもの貧困対策など、そういうものも、現在のこども家庭庁へ移管されているところです。一

方、文科省に関わる部分でございますが、文科省に係る分については、この度の国で言うこど

も家庭庁への移管という形にはなっておりません。 

 当初は文科省に係る部分も、こども家庭庁へ移管することで進められていたようでございま

すが、結果としては業務の移管までには至らずということで、国では文科省とこども家庭庁と

の間は、連携という表現にとどまっているのが、現状としてなっております。 

 一方で、本町のこども家庭センターに関わる部分でございますが、基本的には国の流れに沿

った形で、このたびの組織機構は、準備させていただいたところでございます。基本的には町

民課、やまびこで、それぞれの子どもに対する支援を行っておりましたけれども、そこを一本

化した中で、町民サービスを行っていく形ということで、議論を進めてきたところでございま

す。その中でポイントとなるのが、いじめとか不登校というようなことになろうかと思います

けれども、この分については、最初の答弁でもお答えさせていただきましたが、教育現場を中

心に対応していただくことで、進めていきたいと考えているところでございます。全てが、教

育部門で解決するとは思っておりませんので、そこについては地域も巻き込んだ形で、いじめ

や不登校対策に、関わっていかなければならないと思っておりますので、当然、そこには新た

に設置いたしますこども家庭センターの職員も関わった中で解決に努めていくと考えていると

ころでございます。 

 まず、基本となるのが相談窓口が現行では二つになっていた組織を一つにして、総合的に子

ども支援に努めていくというのが、このたびの組織機構改正の大きな目的となってございます

ので、個々の業務で漏れがないかどうかも含めて、改めて確認していかなければならないと思

いますが、基本的には現行の町民課の業務をやまびこに移して、一本化した中で町民サービス

に努めていくことが、大きな目的になっておりますので、引き続き４月までにはまだ時間があ

りますので、個々の問題等々があれば関係課を交えて、細かな事務分掌なりを整理していきた

いと考えております。 

○議長（根津公男君） 石澤議員。 

○７番（石澤清司君） 今、豊浦町の町民課子育て支援係と、これは大岸の保育所、それから

総合保健福祉施設である保健センターの関係を、まず、窓口を一つにしたということが、まず

前提であるというような、私は今、そういう認識の仕方をしたのですが、そういう認識ではな

いよということであれば、言っていただければと思います。 

 そこでまず、子育て支援係長さんが、町民課からこども家庭センターに行くわけでございま

す。それで、保育所の関係のところは、ここの窓口になるのだろうなと私は思うので、昨今、

保育所等での児童の事故や虐待、不適切保育が、この頃マスコミ新聞等をにぎわしているわけ

でございます。当然、子どもたちの発達や心身や命を守るという、子どもの安全をどう守って

いくかは、それぞれ民間また、施設として大岸保育所があるわけですが、そこでの対応は、今

までは任せきりであったのではないのかなと、私は思っております。 

 当然、ここは主体的に行政がそれらのことも含めて、今後、対応していかなければならない
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と、私は考えているのですけれども、当然、保育の安全も含めて、どこまで行政の仕事として、

どのように取り組んでいくかと、そういう考え方も出てきているのではないかと思うわけです。

豊浦町であれば保育所、認定こども園、幼稚園があるわけですよ、それから６月につくった条

例の中で、放課後児童の関係も出てきているわけですよ、それらのことを考えると、今回新設

されるこども支援係長は、その仕事だけで手いっぱいではないかと思うのです。仕事の内容も

含めて、どのように考えているのか、私が今言ったところも含めて、やはり保育の質の保証と

いうことは、これは行政の大きな仕事だと、私は考えているのです。 

 ですから、全ての子どもの育ちを応援する考え方の中で、やはりいろいろな親の仕事の状況

に関係なく未就園児の引受けも、今後はしていかなければならないだろうし、子どもが誰でも

通園できる制度も、豊浦町で考えていく必要性があるのではないかと思うのです。例えば、親

が病気で子どもの面倒を見られないときには、当然、一時預かりをしているわけですけれども、

それらのことについても、きめ細かな対応をしていく必要性があるのではないですか。 

 私が調べた中では、１時間で300円から400円の利用料金が必要になるかもしれないですが、

保育所の中では、専用に子どもを預かる一般型と、定員に満たない部署を活用する余裕活用型

という項目もあるわけです。ですから、それらを保育所での仕事として、このこども支援係長

のやるべき仕事がたくさんあり過ぎるのではないかなと、係長一人の仕事は、これだけでも手

いっぱいではないかなと私は考えるのですが、これらのことについては、どういう仕事の内容

かと言いますと、認定こども園、幼稚園、保育所に関しては、受給資格の確認、利用負担額等

の受領、小学校就学前の子どもの心身の状況等に応じて、特定教育、保育の提供を適切に行わ

なければならない。また、運営規定、特別利用教育等の基準、正当な理由のない提供拒否の禁

止等、それから電磁的記録ということで、６月の定例の条例で決められているわけですよ。今

までは紙を使っていたのですけれども、これからは今で言うデジタル化をして対応していきな

さいということもあるだろうし、事故が起こらないようにするためには、保育所、認定こども

園任せでいいのか、それから、放課後児童についても、今の保育士の対応でどうなのだという

ことを考えていくと、安全点検、安全に関する指導、職員の研修及び訓練、一番心配すること

は、感染症や非常災害のときの発生についての対応はどうなのだということまで民間の業者さ

んに丸投げでいいのかという捉え方で、当然、行政としてそのことも含めて対応していくべき

ではないかと私は考えるのです。 

 そこも含めて、こども支援係として、今後のこども家庭センターの新設に向けてどのように

対応していくのか、考え方だけでいいのでお聞かせください。それらの仕事でこども支援係長

や係員は、それだけで手いっぱいの仕事ではないかと思うのです。時間的な余裕はないのでは

ないかと私は考えるのですが、その辺の現実に所管でやっていることを含めて、仕事としては

手いっぱいなのだという理解なのか、また、今、私がもろもろ言ったことや行政でやらなけれ

ばならないことも含めて、どのような考え方でいるのか、その辺の今後の対応についての考え

方があればお聞かせいただきたいと思います。 

○議長（根津公男君） ここで、暫時休憩いたします。 

 

休憩  午後２時17分 

再開  午後２時25分 

 

○議長（根津公男君） 休憩を閉じて、再開いたします。 

 石澤議員への答弁をお願いいたします。 
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 久保町民課長補佐。 

○町民課長補佐（久保隆史君） 子育て支援係長の業務の関係でお答えいたします。 

 先ほど石澤議員さんがおっしゃいました保育所の運営の部分、学童放課後児童クラブ、あと

保育の認定に関する業務のほかに、現在は北海道医療業務とか、町独自でやっております子育

て支援の通学費の助成、認可外保育施設等の助成等の業務、さらに昨今のコロナの関係だとか、

あとは物価高騰等の給付金等の給付業務も全て子育て支援係で行っている状況でございます。

体制的には、子育て支援係長と子育て支援係の２人体制ではありますが、現状は職員不足で１

人兼務というところもあり、現状はちょっと行き届かない部分は出てきておりますが、新しい

こども家庭センターで２人専属でという形であれば、北海道医療の業務は町民課に残るので、

十分業務は行えるのではないかと思います。 

○議長（根津公男君） 石澤議員。 

○７番（石澤清司君） 今、課長補佐が正直に言ってくれたのだけれども、今の状況ではそれ

で手いっぱいなのです。当然、係長から上の者は、今度はチェックをしなければ駄目なのです。

業務内容について、間違いなくちゃんとやっているかをチェックしなければならないので、こ

れからいくと、次長さんや事務長さんがやらなければならない仕事になってくるわけですよ。

新しく４月からやって、町民係に事務長さんや次長さんの経験が豊富であれば、心配もしない

けれども、そういう経験が少ない中で、チェック体制や指示・指導等も含めて、大変になるの

ではないかと私なりに勝手に心配しておりました。 

 それからもう一つは、母子保健法で言う乳幼児の関係で、保健師さんの業務もちょっと話を

しなければならないと思っているので、今の保健師さんの仕事は、当然、母子保健法に義務づ

けをされていて、今は公費で負担しているということで、１歳半健診と３歳児については、こ

れは国で持っていただくことで、公費負担になってくるのですけれども、当然、この中で今後

の対応として、５歳児の健診等についても、今、国は公費を検討しているという話ですが、こ

れは国に任せたら大変だということで、全国ではもうやっている市町があるのですよ。 

 それから、赤ちゃんの関係で言いますと、本来は１か月健診もやっていかなければならない

ことも出てきて、今の国の制度からいくと、生後３か月から６か月の健診、生後９か月から11

か月の健診、１歳半と３歳児については、国の母子保健法で義務づけられているけれども、５

歳児についてはないのです。 

 なぜこういうことを早急にしなければならないかというと、赤ちゃんが生まれて障がいがな

ければいいのですが、障がいがありそうな子どもさんは、早く手だてをすれば早く回復するの

です。ですから、１歳児の健診が必要だというところはそこなのです。これこそ、本当に命に

関わる仕事だと、自分の家庭のことを言って申し訳ないけれども、うちの子どもも、１人、障

がい者がいるから、その辺はよく分かるので、そこは早期対応して発見して、当然、専門機関

と協力してやっていかなければならないので、たまたま豊浦町の場合は、伊達の太陽の園で対

応してくれるから、まだ助かっているのですよ。そんなことも含めて親子の負担軽減も、財政

的に考えていかなければならないのも、ここの仕事になるのではないかなと私は思っておりま

す。そうすると当然、保健センターにいるスタッフは、そこに専念していくことになると、豊

浦町が新設するこども家庭センターの誰が対応するのだとなると、専門性を持ったアドバイザ

ーを置くとなっているが、このアドバイザーがどういう立場のアドバイザーなのか、私もいま

一つ見えてこないのです。 

 そんなことも含めて、今、一元的にやることによって、サポートする関係の専門職員の配置

をするということですが、具体的にどういう専門性を持った職員を配置する中身についても、
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当然、考え方があろうかと思いますが、その辺はどのような専門職員を配置するのか、また、

多様な家庭環境に関する支援体制の充実強化を図るのだと言っておりますが、具体的な役割と

関係と専門性が、どのような考え方で進んでいくのか。 

 いろいろ取り上げて考えていくと、一元化はしたけれども、やる仕事を一つにまとめただけ

で、新たな対応ができる状況にはならないのではないか。 

 それと残念なのは、事務長と次長が兼務兼職をするという考え方に立ったことが、今日は町

長がいないから言えないけれども、ちょっと認識不足と私が町長に言っているが、その辺の捉

え方が、町長として認識不足があったのではないかなと思うし、それが決まったときに、今日

出席している所管の担当の者は、ちゃんとそこは町長に考え方も含めて、話をしたのかしない

のか分からないが、まだ期間があるので、町長さんも元気で退院して来られると、私は想像し

ているけれども、いま一度、４月まで時間があるので、私がいろいろと言ったことについて、

どのような対応の仕方をするのか、また、内部の職員の配置や責任ある立場の人の仕事と、下

の者にどういう指示をしていくのかも含めて、当然、そこの１年間の予算も含めて、いろいろ

な事業を具体的にどうしていくかは、私は考えておりますが、その辺のところもどのように考

えているのか、伺います。 

 先ほどの保育所に関しても、保育士の配置基準があるので、そんなところも当然考えていく

仕事になると思うのですよ。例えば、国では０歳児３人に保育士１人、一、二歳児は６人で保

育士１人、３歳児は20人で保育士１人、四、五歳児は30人に保育士１人という状況の中で、子

どもが減って大岸保育所あたりは、人が少なくなってきているわけですが、その辺のところも

含めて、保育士さんがそこの場所で少なくなってきたので、やはり民間の保育所さんとの連携

やそこら辺のやりくり的なことも含めて、対応していくことも出てくると思います。また、今

後入る子どもが少なくなってきたときに、保育士さんが必然的に必要なくなってくると、やは

りそれを活用するというか、今新しくこども家庭センターをつくる中で、そういう人たちに、

今度は町に入って仕事をしてもらうとかも含めて、いろいろと考えていくことになると、私は

思っているし、最低限、法律で決まっていることはしなければならないので、母子保健法と改

正児童福祉法に基づいて、対応することは優先してやらなければならないですし、今いろいろ

と問題があることについては行政として知りませんということにはならないので、民間であろ

うが、町の保育所であろうが、対応していくべきではないかというのが私の考え方です。 

 この後、全員協議会もあるので、次の機会に質問することも含めて、まとめとして大変申し

訳ないですけれども、私は一方的ないろいろな問題も含めてお話をさせていただいたつもりで

す。当然、町長が復帰してくると思っているので、所管に関わる管理職も含めて、いま一度、

きちんとした捉え方や考え方でどうしていくのだという、職員の配置や財政的なことも含めて、

対応していくべきことが出てくるのではないかと私は考えますので、そのことも含めて締めに

代理からご答弁をいただければと思います。 

○議長（根津公男君） 町長職務代理者須田副町長。 

○町長職務代理者副町長（須田 歩君） 母子保健等に関わるご質問についてでございます。 

 まず、母子保健に関わる業務についてですが、これまでもやまびこ保健センターにおきまし

て、妊産婦や乳幼児等に関わる業務については、保健師さんが中心となって、専門的な知見か

ら相談対応などを行っているところでございます。 

 このたびの新しい組織では、母子保健係という組織の中で、現在の保健センターの業務もや

りつつ、新たな係の業務も行っていただく形になります。現状としては、これまでも行ってい

た業務の継続性のあるものでございますので、兼職兼務という状況にはありますが、初めて行
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う部分も一つございますけれども、基本的には、従来どおりの業務を継続して行っていただく

ことで考えてございます。その中で組織を運営する上では、専任の方がいるのといないのでは

違う部分もあるかと思いますけれども、管理職員の専任の部分も含めて、冒頭の答弁でもさせ

ていただいたとおりなのですが、専任職員については、速やかな配置ができるように、進めて

いきたいと考えております。 

 業務については滞ることがないように、そこだけはしっかり体制として、望んでいくところ

でございます。あとは保育所の配置基準もございますけれども、基準に沿った形で大岸保育所

の運営については、努めてまいりたいと考えております。 

 いろいろと課題はあるかとは思いますけれども、その課題については関係課ともこのあとも

打合せなどをしながら、来年の４月１日のスタートに向けて、しっかりできるような体制なり

を構築していきたいと考えております。何分にも職員数に限りがあるものですから、全ての係

において専任ということには、結果として今はなってはおりませんけれども、職員採用という

部分も含めて、引き続き検討していきたいと考えております。 

 基本的に子育て世帯への支援を、しっかり行っていくことについては、我々職員が共通認識

でおりますので、しっかり取り組んでいきたいと考えております。答弁漏れがあれば、ご指摘

いただければと思います、よろしくお願いします。 

○議長（根津公男君） 石澤議員。 

○７番（石澤清司君） ちょっと忘れていました。子どもの貧困対策と、言葉で国は言ってい

るけれども、豊浦町も一人親世帯というのは、小中学校の生徒の中では10世帯、それから豊浦

町の中では25世帯ぐらいいるやに聞いているのですが、やはり、そういう親が働いて、子ども

に手をかけられない状況の子どもが必ずいるわけです。そこも、今は子ども食堂とかを民間で

やっているところも、近辺では出てきているけれども、ぜひ、この一人親世帯の関係をよく抽

出して、これらに対する対策は、ぜひ行っていただきたいということを忘れておりましたので、

このことについては、やはり豊浦町としてはそういう人たちにも、ちゃんと手を差し伸べて、

ちゃんと支援していくのだということを、ぜひしていただきたいと思っております。 

 そんなところも今の話の中で忘れておりましたので、その辺も質問をさせていただいた一つ

の大きな検討として、また、ヤングケアラーの関係も、そういう人たちから出てくるとなると、

大変心配なことにもなるので、そういう人たちにも、行政として温かい支援を、豊浦町はして

いくのだということの姿勢も含めて、ぜひ４月１日から、こども家庭センターが新設される中

で、ぜひ対応をしていくことを強く希望して、私の一般質問を終わらせていただきます。 

○議長（根津公男君） これで、石澤清司議員の一般質問を終わります。 

 以上をもちまして、本日の一般質問を終結いたします。 

 明日は、渡辺議員、勝木議員の一般質問を行います。 

 以上で、本日の日程は全て終了いたしました。 

 

  ◎散会宣告 

○議長（根津公男君） 本日は、これをもって散会といたします。 

 大変お疲れさまでございました。 

午後２時45分 散会 
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